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1. 調査の背景・目的 

1.1 背景・目的 

1.1.1 沖縄交通リ・デザインの趣旨・コンセプト 

移動は、仕事、教育、医療、交流、観光といった様々な社会生活の基盤である。沖縄においてはこれま

で、特殊な歴史的経緯もあり、日々の移動の大部分を自家用車に依存してきた。移動に関するこうした

ライフスタイルについては、沖縄の経済成長を支えてきた一方で、都市のスプロールアウト等とも相まっ

て、自家用車に頼らざるを得ない環境の形成にもつながってきた。それにより、本島中南部等の都市部

における慢性的な交通渋滞と、地方部における「交通空白」が並行して進行しており、沖縄の生活・社会、

経済・ビジネス、観光の質の低下につながることが懸念されている。 

こうした状況を踏まえ、沖縄のありたい姿の実現に向け、過度な自家用車依存というライフスタイルか

らの転換と「誰でも、いつでも、どこからどこへでも」効率的に移動できる環境の整備を車の両輪として、

市民はもとより官民の多様な主体が一体となり沖縄の交通や都市のリ・デザイン（再構築）に取り組み続

ける旨が、令和６年９月 19 日に採択された沖縄交通リ・デザイン官民共同宣言（以下「官民共同宣言」と

いう。）において示された。 

沖縄交通リ・デザインについては、政策立案のあらゆるフェーズにおける市民参画と巻き込みを重視

し、その過程で得られた声を踏まえて政策やプロセスそのものの設計・見直しを行うというインタラク

ティブなアプローチを、そのプロセス設計の中核に据えている。このようなアプローチを進め、個々の施

策やサービスを設計するに当たり、前提として重要になると考えられるのが次の２点である。 

ひとつは、沖縄交通リ・デザインを通じて実現を目指すものは何か、というものである。官民共同宣言

においては「ありたい姿」と表現されたが、多様な主体のアクションやコミットメントを引き出すためには、

この漠然とした「ありたい姿」をより具体性を伴った形で定義しコンセンサスをとる、あるいは、定義しコ

ンセンサスをとるための手法を示すことが必要となる。 

いまひとつは、あらゆるフェーズにおいて人々の主体的な参画を引き出すためのプロセス上の工夫の

あり方である。プロセス設計の中心にある市民の主体的な参画なくしては、沖縄交通リ・デザインを進め

ることはできない。 

1.1.2 本調査の位置づけ・目的 

本調査の位置づけ・目的は下記のとおりである（仕様書より抜粋）。 

 

沖縄県中南部圏域は、自動車依存度が高く、交通渋滞が住民生活のみならず観光や産業などの沖縄

振興の大きな支障となっている。交通渋滞の背景には自家用車依存のライフスタイルがあり、なかでも

通勤、通学時における自家用車依存にあることが過年度調査で判明した。 

本調査では、これらの課題解決のため、企業・学校における通勤・通学の行動変容（自家用車依存の

ライフスタイルからの転換）を促す取組みを調査し、沖縄県内で共有（啓発）を図るための調査を実施す

るものとする。  



 

3 

 

1.2 沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議での諮問・関連事業との連携 

本業務の調査内容について、令和 7 年 7 月 16 日に実施された第 3 回沖縄交通リ・デザイン県民運

動推進会議において、図 1-1 の進め方を提示し、調査内容を諮ったうえで実施した。 

図 1-1 に示すとおり、「沖縄交通リ・ デザインの目指す姿・目標の設定及び市民の更なる巻き込み戦

略の設計に向けた調査検討業務」と連携しながら業務を進めた。 

 

 

図 1-1 第 3 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議において諮問された本業務の進め方 

出所）内閣府沖縄総合事務局運輸部, 第 3 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議 令和 7 年度の直轄調査の方針について, 令和

7 年 7 月 16 日, https://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Unyu/koutsu/ridezain/suishin-

shiryo3_250716.pdf, 2026 年 3 月 5 日閲覧 
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2. 通勤時における行動変容調査 

2.1.1 実証の流れ 

今年度の行動変容調査は、7 月～8 月に対象企業・自治体等を選定したうえで、9 月～10 月に実証

開始に向けた取組の選定及び実証開始の準備を行った。当初想定よりも企業・自治体との調整に時間

を要した関係により、実証開始時期は 1 か月程度後ろ倒しとなり、12 月以降に順次対象企業・自治体に

て実証が開始された。そして、1 月以降実証に参加した企業・自治体を対象にヒアリングを行い、実証の

成果（行動変容によるメリット及びデメリット）と次年度の展開に向けて求められる取組を整理した。 

なお、実証の流れについては、下図のようなプロセスを設計し、各自治体及び企業との調整を行った。

今年度の実証で取り組むメニューは後述する通り、公共交通手段の利用だけでなく、働き方改革といえ

る時差通勤なども包含していたため、各企業・自治体内部でも制度上実現可能かという観点で検討い

ただくための社内・庁内調整も盛り込んだプロセスを設計した。 

 

 

図 2-1 今年度の企業における実証の流れ（当初予定） 

 

2.1.2 対象企業・自治体の選定 

本取組は沖縄交通リ・デザインの取組の中では、初期段階にあたるため、前年度の実証と同様に意欲

的に協力してもらえるアーリーアダプターを確保することが重要になると考えられる。他方で、昨年度の

実証結果を踏まえ、新規に企業を巻き込むためには、公共交通計画などで地域交通の課題に向けた取

組を定めている自治体で先行的に実証を進めることが望ましく、メインターゲットを企業から自治体へ

変更する必要があると判断した。 

そのため、前年度に引き続き選定する企業を少数に絞ると共に、自治体へ新たに打診する方向で検

討を進めた。検討を進める際には沖縄県が実施する「令和７年度沖縄県県民等参加型地域公共交通検

討事業」における PI への参加予定企業を確認したうえで、企業・自治体の選定を進めた。具体的には沖

縄県の事業にも参加予定である沖縄セルラーや沖縄海邦銀行などと調整を行い、その結果、柔軟な働

き方が可能であるという観点から「沖縄セルラー」を選定した。また、自治体については、公共交通拡充
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及び働き方改革に向けた取組を推進している宜野湾市・豊見城市・浦添市の 3 自治体を選定した。なお、

浦添市と宜野湾市については本実証へ参加いただくことを踏まえて、沖縄県と連携の上、県が実施する

PI にも参加いただくこととなった。 

そのほか、沖縄県土木建築部が推進するてだこ浦西駅の交通結節機能強化に関する取り組みに伴っ

て、自家用車依存からの脱却及び学生の新しい通学の足の確保を図っている琉球大学についても実証

の対象に選定した。 

 

2.1.3 取組内容の選定・実施 

 

実証の取組内容については、沖縄県が実施したPIであげられた意見を参照しながら「柔軟な働き方」

に主眼を置く形でメニュー案を設計し、具体的には「①在宅勤務」、「②時差通勤」、「③公共交通手段を

用いた通勤」、「④徒歩または自転車通勤」の 4 種類を整理した。そのうえで、実証に参加する各組織と

の調整を進めた結果、各組織によって異なる取組に参加することが決定した。各企業・自治体等との調

整結果を以下に記載する。 

（1） 沖縄セルラーの取組内容 

沖縄セルラーは、窓口担当者との協議の結果、すでに社内で在宅勤務及び時差通勤が制度化してい

ることを受けて、「③公共交通手段を用いた通勤」及び「④徒歩または自転車通勤」を取組として実施す

ることになった。取組実施時期は 11 月 15 日～12 月 14 日の約 1 か月間と設定し、全職員を対象に窓

口担当者から社員用ポータルサイトを通じて参加者を募集した。なお、沖縄セルラーでは同時期に健康

増進の観点から徒歩通勤を呼び掛ける「ウォーキングイベント」というイベントを開催予定であったため、

本実証はウォーキングイベントと並行して開催する位置づけとなった。 

 

表 2-1 沖縄セルラーの実証内容 

項目 内容 

取組内容 ③公共交通手段を用いた通勤、④徒歩または自転車通勤 

取組時期 11 月 15 日～12 月 14 日 

対象者 全職員 

周知方法 ⚫ 窓口担当者から社員用ポータルサイトを通じて参加者を募集 

備考 ⚫ 同時期に沖縄セルラー社内で実施されたウォーキングイベント

（徒歩通勤の実施）と並行する形で実施 

 

（2） 宜野湾市の取組内容 

宜野湾市は、窓口担当者との協議の結果、すでに一部部署（都市計画課など）において遅出勤務（遅

い時間に出勤する時差通勤の一種）を導入していることを受けて、「②時差通勤」を取組として実施する
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ことになった。なお、「③公共交通手段を用いた通勤」については窓口担当との協議の中で、取組可能な

職員が限定される可能性があるという判断により取り組まないこととなった。取組実施時期は 12月 1日

～12 月 26 日の約 1 か月間と設定し、全職員を対象に人事課から参加者を募集した。また、参加希望

者は人事課に申請し、勤怠システム上で登録することで期間中の時差出勤が可能になる仕組みを採用

した。 

 

表 2-2 宜野湾市の実証内容 

項目 内容 

取組内容 ②時差通勤 

取組時期 12 月 1 日～12 月 26 日 

対象者 全職員 

周知方法 ⚫ 人事課から全庁に参加者を募集 

⚫ 参加希望者は人事課に申請し、システムに登録 

備考 ⚫ 一部部署（都市計画課など）において遅出勤務（遅い時間に出勤

する時差通勤の一種）を導入していたため、早い時間に出勤する

「早出勤務」まで拡張する立て付けで実施 
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（3） 豊見城市の取組内容 

豊見城市は、窓口担当者との協議の結果、「③公共交通手段を用いた通勤」及び「④徒歩または自転

車通勤」を取組として実施することになった。取組実施時期は 12 月 8 日～12 月 26 日の約 1 か月間と

設定し、都市計画部を対象に窓口担当者から参加者を募集した。なお、時差出勤の導入については前

向きに検討いただいたものの、実証期間に間に合わせる形で職員ごとに時差通勤を用いることについて、

登庁時に打刻する勤怠システムにおいて時差通勤が遅刻とみなされてしまう仕様になっており、短期間

でのシステム調整が難しかったため、導入を見送ることとなった。 

 

表 2-3 豊見城市の実証内容 

項目 内容 

取組内容 ③公共交通手段を用いた通勤、④徒歩または自転車通勤 

取組時期 12 月 8 日～12 月 26 日 

対象者 都市計画部のみ 

周知方法 ⚫ 都市計画部の窓口担当者から課内に向けて参加者を募集 

備考 ⚫ 時差出勤の導入については前向きに検討いただいたものの、実

証期間に間に合わせる形で勤怠システムを調整することが難し

かったため、導入を見送った 

 

（4） 浦添市の取組内容 

浦添市は、窓口担当者との協議の結果、1 月から窓口業務の営業時間を短縮する予定1だったことを

踏まえ、「②時差通勤」及び「③公共交通手段を用いた通勤」、「④徒歩または自転車通勤」を取組として

実施することになった。取組実施時期は 1 月 8 日～1月 30 日の約 1か月間と設定し、都市建設部を対

象に窓口担当者から参加者を募集した。 

 

表 2-4 浦添市の実証内容 

項目 内容 

取組内容 ②時差通勤、③公共交通手段を用いた通勤、④徒歩・自転車通勤 

取組時期 1 月 13 日～1 月 30 日 

対象者 都市建設部のみ 

周知方法 ⚫ 都市建設部の窓口担当者から部内に向けて参加者を募集 

備考 ⚫ 1 月から予定されていた窓口業務の営業時間短縮と並行する形

で実施 

 

  

 
1 浦添市ホームページ「令和８年１月１９日（月）から市役所本庁舎、市役所上下水道庁舎の窓口受付時間を変更します」

（https://www.city.urasoe.lg.jp/doc/2025092100016/） 2026 年 3 月 17 日閲覧 

https://www.city.urasoe.lg.jp/doc/2025092100016/
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（5） 琉球大学の取組内容 

琉球大学は、12 月 1 日～19 日に実施予定であった自家用車ではない通勤手段での通勤を推奨す

る「ノーマイカーウィーク」というイベントと連動する形で実施することになり、「②時差通勤」、「③公共交

通手段を用いた通勤」、「④徒歩または自転車通勤」を取組として実施することになった。取組実施時期

は 12 月 1 日～12 月 19 日の約 2 週間と設定し、千原キャンパスに通う教職員を対象として、琉球大学

から参加者を募集した。なお、ノーマイカーウィークそのものは教職員だけでなく学生も対象者として実

施された。 

 

表 2-5 琉球大学の実証内容 

項目 内容 

取組内容 ②時差通勤、③公共交通手段を用いた通勤、④徒歩・自転車通勤 

取組時期 12 月 1 日～12 月 19 日 

対象者 千原キャンパスに通う教職員のみ 

周知方法 ⚫ 琉球大学から対象となる全教員に対して周知を行った 

備考 ⚫ ノーマイカーウィークは、教職員だけでなく学生も対象者として実

施された 
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2.1.4 実証結果 

今回の実証結果については、各企業・自治体における取組参加者へのアンケート調査及びヒアリング

を実施し、取組に参加したことで得られたメリットや課題に感じた事項、継続意向などを聞き取った。各

団体別に実証結果として得られた内容を以下の通り記載する。 

 

（1） 沖縄セルラーの実証結果 

 

1） アンケート調査結果 

沖縄セルラーの実証では、最終的に 10 名の職員が実証に参加し、参加後のアンケート結果として以

下の通り結果が得られた。 

問 1：参加者の年齢 

 

図 2-2 沖縄セルラーのアンケート結果 問 1（単位：人） 
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問 2：参加者の居住地 

 

図 2-3 沖縄セルラーのアンケート結果 問 2（単位：人） 

 

 

問 3：所属部署 

 

図 2-4 沖縄セルラーのアンケート結果 問 3（単位：人） 
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問 4：参加者の普段の通勤時間 

 

図 2-5 沖縄セルラーのアンケート結果 問 4（単位：人） 

 

問 5：実証の参加頻度（週に何日程度） 

 

図 2-6 沖縄セルラーのアンケート結果 問 5（単位：人） 

 

 

  



 

12 

 

問 6：実証で取り組んだ通勤手段（複数選択可） 

 

図 2-7 沖縄セルラーのアンケート結果 問 6（単位：人） 

 

 

問 7：自宅からバス停やモノレールの最寄り駅までの移動時間 

 

図 2-8 沖縄セルラーのアンケート結果 問 7（単位：人） 
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問 8：通勤時におけるバスやモノレールの乗り換え有無 

 

図 2-9 沖縄セルラーのアンケート結果 問 8（単位：人） 

 

問 9：実証に取り組んだ理由（複数選択可） 

 

図 2-10 沖縄セルラーのアンケート結果 問 9（単位：人） 
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問 10：実証終了後の継続意向（公共交通手段による通勤を継続するか） 

 

図 2-11 沖縄セルラーのアンケート結果 問 10（単位：人） 

 

問 11：今回の実証で交通渋滞の解消や、社会課題の解決に向けて自分が貢献できたと感じるか 

 

図 2-12 沖縄セルラーのアンケート結果 問 11（単位：人） 
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問 12：実証に参加したことで感じたメリット・良かったこと 

 

図 2-13 沖縄セルラーのアンケート結果 問 12（単位：人） 

表 2-6 沖縄セルラーのアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと） 
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問 13：実証に参加したことで感じた課題（大変だったこと） 

 

図 2-14 沖縄セルラーのアンケート結果 問 13（単位：人） 

表 2-7 沖縄セルラーのアンケート結果：実証参加による気づき（大変だったこと） 
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問 14：今回の実証で気づいた公共交通機関に関する課題 

 

図 2-15 沖縄セルラーのアンケート結果 問 14（単位：人） 

表 2-8 沖縄セルラーのアンケート結果：公共交通機関に関する課題 
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問 15：行政や交通事業者に対する交通や働き方に関する提案 

 

図 2-16 沖縄セルラーのアンケート結果 問 15（単位：人） 

表 2-9 沖縄セルラーのアンケート結果：行政や交通事業者に交通や働き方に関する提案 
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問 16：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

図 2-17 沖縄セルラーのアンケート結果 問 16（単位：人） 

 

表 2-10 沖縄セルラーのアンケート結果：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

 

 

問 17：実証に対する意見 

 

表 2-11 沖縄セルラーのアンケート結果：そのほか実証に対する意見 
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2） ヒアリング結果 

アンケート回答を踏まえ、実証参加に伴う感想を深く把握するために、実証参加者及び窓口担当者等

の関係者に対してヒアリング調査を行った。 

 

2026 年 3 月 5 日 沖縄セルラーヒアリング議事要旨 

 

参加者：A さん（実証参加者・人事部・窓口担当）、B さん（人事部・窓口担当）、C さん（営業部） 

 

○ヒアリング結果概要 

 実証に参加して良かったこと（A さん） 

➢ 当方は実証期間中の途上で妊娠が発覚して、実証参加を断念した。バスを利用していたが、妊婦

にとっては利用が難しかった。他方で他の参加者からは前向きな意見も上がっていたため、窓口

担当者としては、良い取組だったのではないかと思料。 

➢ 弊社はフレックスタイム制の勤務も同時期に取り入れたため、実質的にフレックスタイム制と組み

合わせてバスを利用していた職員もいる。 

 実証に参加したことで感じた課題（A さん） 

➢ バスレーンはあまり機能していないのではないかという課題を感じた。当方は宜野湾市から通勤

しているが、バスレーンが 7 時帯には動いておらず混雑していた。 

➢ 本を読めるのではないかと期待していたが、そういった時間は確保できなかった。相席した場合

でも本を読めるような余裕がなく難しかった。 

 実証の周知に関する課題（A さん・B さん・C さん） 

➢ あまり参加者数が集まらなかった原因としては、弊社が交通アクセスの良い場所に立地している

ので、すでに公共交通手段を利用している職員が多いことが主要因である。その意味で新規に自

家用車から転換した職員は限られていたと思料。 

➢ 車で通勤するほうがかえって混雑する場合もある。 

➢ 会社の契約駐車場の数が限られている点も自家用車による通勤を抑制しているかもしれないと

思料。 

➢ 沖縄県民のバスに対する嫌悪感は根本的な原因であると思料。 

➢ 加えて、若い時期から車を所有するという沖縄社会の一般的なライフスタイルも要因である。 

➢ 弊社はフレックスタイム制を導入したため、自主的に早朝に出勤して夕方の渋滞を回避している

職員も多く存在する。 

 フレックスタイム制導入の経緯（A さん・B さん・C さん） 

➢ 導入に伴って好意的な反応が多いが、実際には取り入れにくいという意見も届いている。 

➢ 例えばコールセンターの管理部門などは拘束される時間が決まっているため、時差通勤を導入し

にくいと考えている。 

➢ シフト制で働いているため、フレックスタイム制を導入しにくい部署も存在すると思料。 

➢ フレックスタイム制導入前からコロナ禍の時期に時差通勤の導入に取り組んだ経緯がある。強い

意志を持ちながら臨機応変に取り組むことが重要ではないか。 

➢ リモートワーク勤務は 2019 年ごろから導入しており、その後に子育て世代限定の時差通勤制度
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などを徐々に展開して最終的な制度化までは 5 年間ほどかかったと認識している。 

➢ 他の課題として、営業部署は会社の営業車で移動しないといけないが、今後自家用車で営業でき

るようにしたいと働きかけている。 

➢ 通信業界という業態として「常に時代に応じて変わらないといけない」という切迫感と使命感を

持っていることが大きかった。 

➢ やはり今後取り組みの輪を広げるためには行政職員の働き方改革を実現することが近道ではな

いかと考えている。 

 

3） 沖縄セルラーの実証結果に関する考察 

沖縄セルラーの実証では、10 名の職員が「公共交通手段を用いた通勤」または「徒歩・自転車通勤」

に参加した。全社的に周知を実施したものの参加者数が伸び悩んだ背景としては、沖縄セルラー本社が

公共交通にアクセスしやすい立地のため、公共交通手段を用いて通勤する職員がすでに多く、「自家用

車から公共交通手段に切り替え可能な職員」自体が非常に少なかったことが挙げられる。 

他方で、実証に参加した職員からは、実証で得られたメリットとして公共交通手段による通勤時間の

短縮だけでなく、徒歩通勤による健康増進や心理的変化（楽しみ）といった意見が挙げられた。他方で、

課題としては車内の混雑・定時性や情報不足によるバス利用の難しさや路上の安全性などが挙げられ

ており、自家用車での通勤から切り替えることによって様々な困難に直面したことが明らかになった。 

なお、沖縄セルラーはヒアリング結果にも記載した通り、すでにフレックスタイム制や在宅勤務など柔

軟な働き方を採用している点で先進的であり、フレックスタイム制の導入にあたって子育て世代などに

限定した試験的なフレックスタイム制の運用を行っていた点は重要な先進事例として参考になると考え

られる。 
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（2） 宜野湾市の実証結果 

1） アンケート調査結果 

宜野湾市の実証では、最終的に 46 名の職員が実証に参加し、参加後のアンケート結果として以下の

通り結果が得られた。 

問 1：参加者の年齢 

 

図 2-18 宜野湾市のアンケート結果 問 1（単位：人） 

 

問 2：参加者の居住地 

 

図 2-19 宜野湾市のアンケート結果 問 2（単位：人） 
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問 3：参加者の年齢 

 

図 2-20 宜野湾市のアンケート結果 問 3（単位：人） 

 

 

問 4：参加者の通常の通勤手段 

 

図 2-21 宜野湾市のアンケート結果 問 4（単位：人） 
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問 5：普段の通勤時間 

 

図 2-22 宜野湾市のアンケート結果 問 5（単位：人） 

 

 

問 6：実証の参加頻度（週に何日程度取り組んだか） 

 

図 2-23 宜野湾市のアンケート結果 問 6（単位：人） 
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問 7：実証で取り組んだ通勤形態 

 

図 2-24 宜野湾市のアンケート結果 問 7（単位：人） 

 

 

問 8：実証で取り組んだ理由（複数選択可） 

 

図 2-25 宜野湾市のアンケート結果 問 8（単位：人） 
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問 9：今回の実証で交通渋滞の解消や、社会課題の解決に向けて自分が貢献できたと感じるか 

 

図 2-26 宜野湾市のアンケート結果 問 9（単位：人） 

 

問 10：実証参加で感じたメリット・良かったこと 

 

図 2-27 宜野湾市のアンケート結果 問 10（単位：人） 
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表 2-12 宜野湾市のアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと①） 

 

表 2-13 宜野湾市のアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと②） 
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問 11：実証参加で感じた課題・大変だったこと 

 

図 2-28 宜野湾市のアンケート結果 問 11（単位：人） 

 

 

表 2-14 宜野湾市のアンケート結果：実証参加による気づき（課題に感じたこと①） 
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表 2-15 宜野湾市のアンケート結果：実証参加による気づき（課題に感じたこと②） 

 

 

 

問 12：実証参加で感じた公共交通機関や働き方に関する課題 

 

図 2-29 宜野湾市のアンケート結果 問 12（単位：人） 
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表 2-16 宜野湾市のアンケート結果：公共交通機関や働き方に関する課題 
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問 13：行政や交通事業者に対して交通や働き方に関する提案 

 

図 2-30 宜野湾市のアンケート結果 問 13（単位：人） 
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表 2-17 宜野湾市のアンケート結果：行政や交通事業者に交通や働き方に関する提案 
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問 14：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

図 2-31 宜野湾市のアンケート結果 問 14（単位：人） 

 

 

表 2-18 宜野湾市のアンケート結果：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 
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問 15：実証に対する意見 

 

表 2-19 宜野湾市のアンケート結果：そのほか実証に対する意見 
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2） ヒアリング結果 

アンケート回答を踏まえ、実証参加に伴う感想を深く把握するために、実証参加者及び窓口担当者等

の関係者に対してヒアリング調査を行った。 

 

2026 年 1 月 29 日 沖縄セルラーヒアリング議事要旨 

 

第 1 回目参加者：D さん、E さん、F さん、G さん、Ｈさん（いずれも実証参加者） 

第 2 回目参加者：I さん、Ｊさん、Ｋさん、Ｌさん、Ｍさん（いずれも実証参加者） 

 

○第 1 回目ヒアリング結果概要 

 実証の取組実態 

➢ D さん（建築課）：毎週月曜日に遅出出勤を利用 

➢ E さん（都市計画課）：隔週で早出出勤を利用 

➢ F さん（上下水道局）：毎週水曜日に 1 時間程度早出勤務を利用 

➢ G さん（人事課）：数日程度 30 分早出勤務を利用 

➢ H さん（都市計画課）：毎日 1 時間早出 

 実証に参加したことで良かったこと 

➢ D さん：去年の琉球大附属病院の建て替えに伴って制度上、時差通勤が可能となり、取組開始時

から参加している。主なメリットとしては、子供の保育園の送迎がスムーズになったことである。月

曜日の朝のみ継続して取り組んでいる状況であるが、非常に有難い。一方で、今後子供が小学生

1 年に進級するため、今後は早出に取り組みたいと考えている。 

➢ E さん：通勤時間が 10 分程度短縮できた。また、早出退勤することで、帰りの買い物に伴う混雑

も緩和できた。ぜひ今後も継続したいと考えているが、課内での調整も必要なことから隔週で数

日程度取り組むのが限界ではないかと感じている。 

➢ Fさん：当方は那覇に住んでいるため、これまでは高速道路を使って自家用車で出勤していた。早

出出勤を取り入れたことで、一般道（国道３３０号道路）が空いている時間帯のため、高速道路を

利用しなくなった。また、それに伴い、高速利用料金が減った（200 円程度）こともメリットと感じて

いる。なお、基本的には帰りの時間帯は早出の場合でも混雑しているため、高速道路で帰宅した。 

➢ Ｇさん：当方は中城村（南上原）から出勤しているが、早出通勤で行きの時間に変化はないが帰宅

時間が短くなったと感じる。そのおかげで家族との時間が増えただけでなく、晩酌の楽しみや家事

の時間を早くできたことが大きなメリットだった。一方で、年末年始の 2 か月とも繁忙期だったの

で 3 日しか取り組めなかったことが課題である。 

➢ Ｈさん：当方はバス利用で通勤しており、早出通勤時も変わらずにバス通勤で出勤した。詳細な

ルートとしては、嘉数のバス停で下車し、市役所まで歩いて通っている。このバス停が通常の出退

勤時には大変混雑していたが、早出出勤に切り替えたことでバス停内の混雑が緩和できたことが

大きなメリットだった。1時間早出に切り替えるだけでもライフスタイルが大きく変わったと感じてお

り、昨日は 1 時間寝坊してしまった。また、これは宜野湾市の制度上のメリットであるが、バス利用

で通勤する場合、1 か月単位で定期を申請できるため、柔軟に通勤手段を切り替えられることも

大きいと思料。 



 

36 

 

➢ G さん：また、言いそびれてしまったが、早出勤務の場合、早く帰りたいと感じるようになるので仕

事にメリハリがついたのではないかと感じている。実際に他部署で取り組んだ方からもそういった

意見が寄せられている。 

 実証に参加したことで課題に感じたこと 

➢ H さん：難しかったことはあまりなかった。他方で、会議は 16 時以降も入りがちなので残業になっ

てしまう。渋滞解消に向けて都市計画課は積極的に取り組んでいる立場であるため、今後どのよ

うにこの取組を全庁的に可能に出来るかが課題である。 

➢ G さん：取組当初は早めに帰ろうとすると上司に冗談交じりに難色を示されたこともあった。全体

的に職場内での理解が得にくい中で心理的に抵抗感を感じる。また、市民向け窓口を有する部署

は誰かが常駐しないといけないので、制度上遅出を希望する職員が多く、そうなると朝の窓口担

当をどう確保するのかという課題が生じた。人事課は他部署から苦情や相談事が入るので、3 日

しか実施できなかった点に難しさがあると考えている。 

➢ Ｆさん：下水道施設課自体は本取組に理解があるため、実施のうえで困難なことはなかった。他方

で、課外や局内では各惻隠の取組に関する情報共有ができていないため、遅い時間に会議を入

れられてしまったこともあった。これは提案になるが、10 時から 16 時をコアタイムに設定するなど

庁内で決まりを作ってほしい。 

➢ E さん：打合せ時間の調整に課題を感じた。プライベートの観点では早起きする必要があり、習慣

化が大変だった。 

➢ D さん：遅出出勤のため、勤務上の変化はあまりなかった。周りで早出に取り組んでいる職員を見

ていると、退勤時間の 16 時 45 分になっても残業してしまう方が多い。遅出を実施する場合、遅

めに職場へ出勤した時に心理的な抵抗感もある。また、小さなことではあるが、帰りの買い物の際

に購入できる食材が少ないことに驚いた。そのほか生活リズムが変わってしまい、就寝時間も後ろ

倒しになった。 

➢ H さん：アンケート結果を眺めると「自分が取組に参加することで他の職員に迷惑がかかってしま

う」という記載に強い課題を感じている。各職員が自由な働き方を取り入れることについて、「迷

惑」と感じないような意識改善や機運醸成が必要であり、当方としても何ができるか考えてみた

い。 

 取組の輪を広げるために課題となる交通環境及び必要なインセンティブ・工夫 

➢ F さん：入庁時にはバスで通勤していたが、快適だった記憶がある。その後、子供が生まれたこと

で自家用車の通勤に変えたが、今後子供の成長（送迎が不要になる時期）に伴ってバス通勤に戻

したいと考えている。また、渋滞を根源的に解消するにはモノレールの延伸を希望したい。 

➢ E さん：当方は宜野湾市内の宇地泊地区に住んでいるが、最寄りの大謝名のバス停までの距離

が遠い。そのため、出勤時間が自家用車で通勤する場合よりも長くかかってしまうと感じている。

一度飲み会の時にバスを利用して帰宅したことがあるが、予想以上に時間がかかった記憶があ

る。 

➢ D さん：市役所近くの野嵩地区から徒歩で通勤している。子供が小さい頃は送迎のために自家用

車で通勤していた。今後、市役所が移転する話も浮上しているため、移転した場合どの移動手段

で移動すべきなのか悩んでいる。バスが有効な選択肢かもしれないが、遅延によって始業時間に

間に合わないのではないかという不安も大きい。 
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➢ Hさん：当方は宜野湾市内の嘉数地区に住んでいるが、嘉数地区は交通空白地帯であり、800m

程度歩かなければバス停にたどり着かない。当方は毎日そのバス停まで歩いているが、何度かバ

ス停までの道で車にひかれそうになった経験がある。あまり人が歩いていない地区のため、車の

運転者たちが「歩行者はいない」と思い込んでいることも影響していると思料。 

➢ G さん：当方は中城の南上原から通勤しているが、琉球大病院の移転に伴い、周辺地域の渋滞が

激しくなったと感じている。バスを利用したいと感じているが、普天間地区へ向かう路線が少ない

ことも課題である。また、野嵩橋周辺の交差点も渋滞が深刻であり、宜野湾市の人口が増加傾向

にあることを思うと今後さらに深刻化するのではないかと懸念している。 

 

○第 2 回目ヒアリング結果概要 

 実証の取組実態 

➢ Ｉさん（都市計画課）：宜野湾市外から通勤。2 か月間毎日早出勤務を利用 

➢ J さん（都市建築課）：那覇市から通勤。週に 1 回程度遅出勤務を利用 

➢ K さん（市街地整備課）：宜野湾市の真栄原地区から通勤。毎日 30 分程度遅出勤務を利用 

➢ L さん（都市建築課）：那覇市から通勤。週に 2 回（月曜日・水曜日）遅出勤務を利用 

➢ Ｍさん（都市計画課）：沖縄市から通勤。毎日 30 分程度の遅出勤務を利用 

 実証に参加したことで良かったこと 

➢ M さん：30 分程度遅出勤務に変えることで、朝に時間的余裕ができたことが大きなメリットであ

る。小中学生の子供たちを家から見送ることができたのも良かった。また、朝に余裕が生まれると

夜に取り組もうと思っていた家事を前倒しできた。そのほか業務面では、遅出勤務にすることで残

業ではない形で窓口終了後の事務作業に集中して取り組めた。 

➢ L さん：最大のメリットは朝の時間に子供と会話する時間が作れたことである。従来のライフスタイ

ルでは朝の通勤時及び帰宅時に子供が寝てしまっているため、子供と会話する機会がほとんどな

かったため、嬉しく感じている。また、先ほども話題になったが、窓口終了後の時間を使って集中

的に作業できることが大きなメリットだった。 

➢ K さん：遅出勤務に変えたことで、渋滞の変化等の恩恵はあまり感じていない。一方で、当方は体

質上、朝早く起きることが苦手なので、自分のライフスタイルに適した働き方であると感じている。

具体的には朝の時間も長めに寝られることも大きなメリットである。また、子供の送迎後の余暇時

間に家事ができたことや夕方に業務に集中できる時間を確保できたことも良かった。：職員 H 

➢ J さん：やはり朝の時間にゆとりが生まれたことが大きい。子供を送迎する時間を確保できたこと

も良かったと感じている。 

➢ I さん：早出勤務を取り入れる前から家では保育園のお迎え担当だったが、いつも退勤時の渋滞

に巻き込まれてしまうことで、保育園への到着が遅くなり、18 時以降の延長保育料が発生してい

た。早出勤務によって、渋滞に巻き込まれなくなり、この延長保育料を払わなくなった点は大きなメ

リットだった。また、終業後に子供と遊ぶ時間ができたほか家事手伝いができるようになった。ま

た、業務面では 8 時 30 分まで市民から電話の問い合わせが来ないので朝早い時間にやりたい

仕事ができた。 

 実証に参加したことで課題に感じたこと 

➢ I さん：課内で早出勤務に取り組んだ職員が数名いるが、周囲の職員に対して申し訳なさ（実施す
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ることに対する抵抗感）を感じる。同じ係の職員からは「いつこの取組が終わるのか」と苦言を呈さ

れたこともある。また、遅出勤務の職員も存在することで課内での働き方の調整に難しさがある。

その意味でこの2か月で同じ係の職員にご迷惑をかけてしまったので、2月以降は通常勤務に戻

す意向である。 

➢ Jさん：あまり業務上の課題は感じなかった。心理的には通常勤務の職員が帰宅するときに一緒に

帰りたい気持ちになってしまった。ただし、当方は週に 1 回の実施だったので、1 週間を通してメリ

ハリのある働き方ができた。 

➢ K さん：遅出勤務の場合、朝早い会議に参加することに対して抵抗感がある。そのほか夜に飲み

会があった際に勤務時間との調整（集合時間まで働くなど）が容易になったと感じる。 

➢ L さん：当方は市役所の無料駐車場を利用しているが、遅出勤務の場合、駐車スペースが限られ

てしまい、最も市役所から離れた区画に駐車することがしばしばあった。そうなると駐車場から市

役所までの移動が大変であり、課題を感じた。 

➢ Mさん：当方が所属する係は遅出勤務にも理解があって働きやすい。朝早い時間に現場確認など

が入ると早く出社しないといけない点は心理的に抵抗感がある。また、ライフスタイルを遅出勤務

に合わせて変えてしまったため、元に戻すのも大変だと感じている。当方の家の場合、夫の休暇調

整含めて変える必要が生じてしまう。 

➢ K さん：その悩みには大変共感する。ライフスタイルが変わってしまうと朝早い時間の会議への参

加を悩ましく感じてしまうが、利用している職員がほとんどいないため、会議時間を調整してもら

うことも難しい。：職員 H 

➢ M さん：また、遅出出勤の場合、いつから職場に行けばよいかという点も悩ましい。以前、早めに

役所に到着した日があったが、早めに職場に行ってしまうと遅出勤務の意味がないと思い、車の

中で待機していたことがあった。 

 取組の輪を広げるために課題となる交通環境及び必要なインセンティブ・工夫 

➢ I さん：早出勤務で通勤した場合でも北谷町周辺の渋滞には変化がない。おそらく基地従事者の

車が多いことが原因であり、その混雑を避けながら通勤するのが大変である。可能であれば市役

所周辺に向かうバス路線を新設・増設してほしい。 

➢ J さん：当方はバイクで通勤しているが、バスに乗ろうとしても時刻通りに来ないことが課題と感じ

る。コロナ禍以降、バスが減便していたことも影響していると思料。 

➢ K さん：当方もバイクで通勤しているが、バスを利用する場合、バスの時刻表に合わせて行動する

ことが難しい。一方で、バイク利用者が増えることでスペースの観点から渋滞緩和に貢献できるの

ではないかとも考えている。 

➢ L さん：車で通勤する場合、片側 1 車線しかない道路をバスや自家用車が塞いでしまい、道路が

動かなくなる場面によく遭遇する。そのため、例えばバス専用の停留スペースをもう少し拡充して

ほしい。また、なるべくどの車も右折しないことを徹底してもらえると流れがスムーズになるのでは

ないか。 

➢ M さん：バス停が自宅から遠いので、バス利用がこれまで選択肢として考えていなかった。しか

し、遅出通勤にしたことで朝の時間に余裕があるので、バス停まで歩く時間を確保できるのではな

いかと感じているため、今後取り入れたい。：職員 J 
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3） 宜野湾市の実証結果に関する考察 

宜野湾市の実証では、46 名の職員が「時差通勤」に参加したが、周知を全庁的に行ったことで窓口

担当者が在籍する都市計画課以外の幅広い課からの参加がみられた点が大きな特徴である。これは実

証実施にあたって、都市計画課と人事課が実証実施に向けた勤怠システム面での調整など制度・システ

ム上の課題を解決し、取り組みやすい環境を整えていたことが要因の一つであると考えられる。 

一方で、今回は「公共交通手段を用いた通勤」については庁内調整で転換可能な職員が少ないので

はないかという判断により、取り組まないこととなったが、こちらの取組については今後宜野湾市におい

ても実践することが求められる。というのも全職員(810 名)のうち自家用車で通勤している職員の割合

は 84.7%(686名)であることが分かったほか、宜野湾市内からの通勤者に着目すると、バス路線が利

用可能なエリアに居住しながらも自家用車で通勤している職員が多い地域が存在することが明らかに

なった。そのため、今後公共交通手段に切り替えることが可能な職員に対して、通勤手段の転換を促す

実証を行うことも一案であると考えられる。 

 

 

図 2-32 宜野湾市職員の居住地別通勤手段(単位:%) 

 

図 2-33 宜野湾市から通勤している市職員の居住地別通勤手段(単位：人) 
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図 2-34 宜野湾市から自家用車で通勤している市職員の居住地別割合 

（出所：統計地理情報システムならびに国土数値情報のバス路線データを加工して MRI 作成） 

 

また、本実証に参加した職員からは、実証で得られたメリットとして渋滞回避・時間短縮だけでなく、

余暇時間の創出・子育て時間の確保・通勤のストレスが低減したといった意見が挙げられた。他方で、

課題としては業務上の会議や窓口業務との時間調整の難しさや駐車場の混雑等が挙げられており、時

差通勤の導入に関しては通勤時及び業務上の観点から困難に直面したことが明らかになった。 

なお、宜野湾市は本実証結果を後述する第 2 回沖縄交通リ・デザインシンポジウムにて発表し、今後

は本格的な制度化を目指した庁内調整を目指す意向を表明した。これは実証成果が直接的に自治体

内部の制度改革の機運醸成に繋がった好例であり、宜野湾市の取組は今後、他の自治体で同様の実

証を行う際の参考事例になると考えられる。 
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（3） 豊見城市の実証結果 

1） アンケート調査結果 

豊見城市の実証では、最終的に 8 名の職員が実証に参加し、参加後のアンケート結果として以下の

通り結果が得られた。(アンケートには実証には参加しなかった 2 名の職員の回答も含まれている) 

 

問 1：参加者の年齢 ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-35 豊見城市のアンケート結果 問 1（単位：人） 

 

問 2：参加者の居住地 ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-36 豊見城市のアンケート結果 問 2（単位：人） 
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問 3：参加者の普段の通勤時間 ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-37 豊見城市のアンケート結果 問 3（単位：人） 

 

問 4：実証の参加頻度（週に何日程度取り組んだか） ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者

8 名） 

 

図 2-38 豊見城市のアンケート結果 問 4（単位：人） 
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問 5：実証で取り組んだ通勤手段（複数選択可） ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8

名） 

 

図 2-39 豊見城市のアンケート結果 問 5（単位：人） 

 

 

問 6：自宅から最寄のバス停またはモノレール駅までの移動時間 ※アンケート回答者数：10 名（うち

実証参加者 8 名） 

 

図 2-40 豊見城市のアンケート結果 問 6（単位：人） 
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問 7：実証時におけるバスやモノレールの乗り換え有無 ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加

者 8 名） 

 

図 2-41 豊見城市のアンケート結果 問 7（単位：人） 

 

 

問 8：実証に取り組んだ理由（複数選択可）※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-42 豊見城市のアンケート結果 問 8（単位：人） 
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問 9：実証終了後の継続意向（公共交通手段による通勤を継続するか）※アンケート回答者数：10 名

（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-43 豊見城市のアンケート結果 問 9（単位：人） 

 

問 10：今回の実証で交通渋滞の解消や、社会課題の解決に向けて自分が貢献できたと感じるか 

※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-44 豊見城市のアンケート結果 問 10（単位：人） 
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問 11：実証参加で感じたメリット・良かったこと ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名）  

 

図 2-45 豊見城市のアンケート結果 問 11（単位：人） 

 

 

表 2-20 豊見城市のアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと） 
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問 12：実証参加で感じた課題・大変だったこと ※アンケート回答者数：10 名（うち実証参加者 8 名） 

 

図 2-46 豊見城市のアンケート結果 問 12（単位：人） 

 

 

表 2-21 豊見城市のアンケート結果：実証参加による気づき（課題に感じたこと） 
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問 13：実証参加で感じた公共交通機関の課題 ※アンケート回答者数：10名（うち実証参加者8名） 

 

図 2-47 豊見城市のアンケート結果 問 13（単位：人） 

 

 

表 2-22 豊見城市のアンケート結果：公共交通機関や働き方に関する課題 
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問 14：行政や交通事業者に対して交通や働き方に関する提案 ※アンケート回答者数：10 名（うち実

証参加者 8 名） 

 

図 2-48 豊見城市のアンケート結果 問 14（単位：人） 

 

 

表 2-23 豊見城市のアンケート結果：行政や交通事業者に交通や働き方に関する提案 
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問 15：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ ※アンケート回答者数：10 名（うち

実証参加者 8 名） 

 

図 2-49 豊見城市のアンケート結果 問 14（単位：人） 

 

 

表 2-24 豊見城市のアンケート結果：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

 

問 16：実証に関する意見 

 

表 2-25 豊見城市のアンケート結果：そのほか実証に対する意見 
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2） ヒアリング結果 

アンケート回答を踏まえ、実証参加に伴う感想を深く把握するために、実証参加者及び窓口担当者等

の関係者に対してヒアリング調査を行った。 

 

2026 年 3 月 2 日 豊見城市ヒアリング議事要旨 

 

参加者：N さん（実証参加者・窓口担当）、O さん（窓口担当）、P さん（実証参加者） 

 

○ヒアリング結果概要 

 実証に参加して良かったこと及び課題に感じたこと（N さん・O さん・P さん） 

➢ O さん：当方は今回、実証には取り組めなかった。というのも最寄りのバス停から始発便に乗る

と、始業時間には間に合わないからである。このバス停の次に近いバス停を利用する場合、20 分

以上時間がかかるため、自家用車で通勤するメリットの方が大きい。もし、時差通勤を取り入れた

場合は、公共交通手段を用いた通勤にも取り組めるのではないかと考えている。かつて残業が多

い部署に在籍していた時期にバスを使おうとしたが、深夜の時間帯に利用できる便がなかった。

他方で、市役所近隣のバス停へ歩きながら向かうのも時間がかかる。歩けないわけではないが、

歩きたくないという思いが勝ってしまう。 

➢ N さん：普段から自転車通勤なので実証として新たに取り組んだわけではなかったが、今回の実

証を機に休日のプライベートの移動でシェアサイクリングに子供と挑戦（国際通りまで利用）した。

子供（長女と次女）はかなり楽しかったと話していたので良い体験になった。しかし、シェアサイクリ

ングは、事業者によって、1 台で 1 端末のみ接続できる場合と複数端末まで接続できる場合があ

り、利用にやや困難があった。具体的には携帯電話を持たない子供が利用しにくい仕組みになっ

ていた。 

➢ N さん：窓口担当として、課内で実証への参加を呼び掛けたが、徒歩や公共交通手段が好きでな

ければ利用しない実態があり、参加者が増えなかったと感じている。その意味で当方の体験のよ

うに日常の中で公共交通手段を利用する場面が増えることが望ましい。なお、飲み会の日のみ利

用した職員が数名いたので今回の実証もきっかけづくりになったと思料。 

➢ P さん：当方は、2 回程度飲み会の際にバスを利用した。現在、浦添市に住んでいるが、豊見城市

役所まで車で通勤している。具体的には 7 時 20 分までに市役所へ到着するようにしているが、

バス利用についてはバスターミナルで乗り継がないといけないことや到着時間が読めないことを

課題に感じた。なお、休日中の家族との移動でバスを利用している。浦添市の仲西というバス停

から乗車することになるが、いつ乗ってもバスは混雑しており、立って乗らないといけないという

点を悩みに感じた。また、CYCY のシェアサイクリングを利用しようとしたが、なかなか利用できる

タイミングがなかった。 

➢ P さん：飲み会の帰りに利用した際には、混んでいないため、快適に乗ることができた。やはり座れ

ることで快適さが大きく変わる。 

 取組の輪を広げるために課題となる交通環境及び必要なインセンティブ・工夫 

➢ N さん：時差通勤には可能性を感じている。フレックスであれば利用できるバス路線が増えるた

め、メリットが大きい。他方で、窓口業務についてどの程度融通が利くのかという点が課題であ
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る。 豊見城市では、勤務票の打刻修正（庁舎内のシステムに登庁・退庁時に打刻）が可能であり、

柔軟な働き方を用いた場合、それを日ごとに都度修正することになると考えられる。そのため、シ

ステム上で調整することは非常に難しいと思料。 

➢ N さん：閉庁時間の調整も試みており、今後はより柔軟な運用ができるかもしれないと思料。その

うえで豊見城市としてどの程度本腰を入れるかという点が影響するのではないか。 

➢ M さん：本来であれば依頼すべき部署は人事課だと考えているが、残業が多いので協力してもら

えないと懸念している。 

➢ N さん：環境課や共同のまち推進課は課のテーマとしても、興味を持ってもらえそうなので、適切

ではないかと思料。また、上記の 2 つの課は窓口業務が遅くから開始するため、いわゆるコアタイ

ムを設定すると取り組みやすい。 

➢ M さん：一方で、部署だけでなく、各職員のライフスタイルによっても参加可否が異なる。子供を早

めに学校に送ったとしても開門時間は変わらないため、門の前で子供を待たせてしまうことに抵

抗感がある。 

 

3） 豊見城市の実証結果に関する考察 

豊見城市の実証では、8名の職員が「公共交通手段を用いた通勤」または「徒歩・自転車通勤」に参加

した。今回は都市計画部に限定した形で周知を行ったが、豊見城市役所周辺の公共交通手段の利便性

が高くない（利用可能な路線バスのダイヤが少ないなど）ことや制度上シェアサイクリングを用いること

ができない状況等が影響し、参加者数が伸び悩んだと推察される。 

また、実証に参加した職員からは、実証で得られたメリットとして渋滞回避だけでなく、健康増進・通

勤時のストレスが低減したといった前向きな意見が挙げられた。他方で、課題としては定時性や情報不

足によるバス利用の難しさや路上の安全性などの課題などが挙げられており、自家用車での通勤から

切り替えることによって様々な困難に直面したことが明らかになった。 

なお、今回は制度上の都合により時差通勤を導入することはできなかったが、ヒアリングやアンケート

結果においても時差通勤の導入に対して前向きな意見が多数寄せられており、庁内での制度化に向け

て今後段階的な導入も視野に実証を継続することも一案として考えられる。 
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（4） 浦添市の実証結果 

1） アンケート調査結果 

浦添市の実証では、最終的に 33 名の職員が実証に参加し、参加後のアンケート結果として以下の通

り結果が得られた。 

問 1：参加者の年齢 

 

図 2-50 浦添市のアンケート結果 問 1（単位：人） 

 

問 2：参加者の居住地 

 

図 2-51 浦添市のアンケート結果 問 2（単位：人） 
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問 3：参加者の業務形態（窓口業務の割合） 

 

図 2-52 浦添市のアンケート結果 問 3（単位：人） 

 

 

問 4：参加者の普段の通勤手段 

 

図 2-53 浦添市のアンケート結果 問 4（単位：人） 
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問 5：参加者の普段の通勤時間 

 

図 2-54 浦添市のアンケート結果 問 5（単位：人） 

 

問 6：実証に参加した理由（複数選択可） 

 

図 2-55 浦添市のアンケート結果 問 6（単位：人） 

 

 

  



 

56 

 

問 7：実証で取り組んだメニュー 

 

図 2-56 浦添市のアンケート結果 問 7（単位：人） 

 

 

問 8：「時差通勤＋公共交通手段を用いた通勤」に取り組んだ参加者の通勤手段 

 

図 2-57 浦添市のアンケート結果 問 8（単位：人） 

 

 

  



 

57 

 

問 9：自宅から最寄りのバス停またはモノレール駅までの移動時間（「時差通勤＋公共交通手段を用

いた通勤」に取り組んだ参加者に限定） 

 

図 2-58 浦添市のアンケート結果 問 9（単位：人） 

 

問 10：実証時におけるバスやモノレールの乗り換え有無（「時差通勤＋公共交通手段を用いた通勤」

に取り組んだ参加者に限定） 

 

図 2-59 浦添市のアンケート結果 問 10（単位：人） 
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問 11：実証終了後の公共交通手段を用いた通勤の継続意向（「時差通勤＋公共交通手段を用いた

通勤」に取り組んだ参加者に限定） 

 

図 2-60 浦添市のアンケート結果 問 11（単位：人） 

 

 

問 12：実証参加時の通勤時間 

 

図 2-61 浦添市のアンケート結果 問 12（単位：人） 
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問 13：実証終了後の時差通勤への継続意欲 

 

図 2-62 浦添市のアンケート結果 問 13（単位：人） 

 

 

問 14：今回の実証で交通渋滞の解消や、社会課題の解決に向けて自分が貢献できたと感じるか 

 

図 2-63 浦添市のアンケート結果 問 14（単位：人） 
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問 15：実証参加で感じたメリット・良かったこと 

 

図 2-64 浦添市のアンケート結果 問 15（単位：人） 

 

 

表 2-26 浦添市のアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと①） 
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表 2-27 浦添市のアンケート結果：実証参加による気づき（良かったこと②） 

 

 

問 16：実証参加で感じた課題・大変だったこと 

 

図 2-65 浦添市のアンケート結果 問 16（単位：人） 
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表 2-28 浦添市のアンケート結果：実証参加による気づき（課題に感じたこと） 

 

 

問 17：実証参加で感じた公共交通手段や働き方に関する課題 

 

図 2-66 浦添市のアンケート結果 問 17（単位：人） 
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表 2-29 浦添市のアンケート結果：公共交通機関や働き方に関する課題 

 

 

問 18：行政や交通事業者に交通や働き方に関する提案 

 

図 2-67 浦添市のアンケート結果 問 18（単位：人） 
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表 2-30 浦添市のアンケート結果：行政や交通事業者に交通や働き方に関する提案 

 

 

問 19：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

図 2-68 浦添市のアンケート結果 問 19（単位：人） 
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表 2-31 浦添市のアンケート結果：取組の輪を広げるために求められる工夫・インセンティブ 

 

 

問 20：実証への意見 

 

表 2-32 浦添市のアンケート結果：そのほか実証に対する意見 
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2） ヒアリング結果 

アンケート回答を踏まえ、実証参加に伴う感想を深く把握するために、実証参加者及び窓口担当者等

の関係者に対してヒアリング調査を行った。 

 

2026 年 3 月 6 日 浦添市ヒアリング議事要旨 

 

参加者：Q さん、R さん、S さん、T さん、U さん、V さん、W さん（いずれも実証参加者）、X さん（窓口担当

者） 

 

○ヒアリング結果概要 

 実証への取組状況 

➢ Q さん（都市計画課）：9 時 30 分からの時差出勤に切り替えた。原付バイクで通勤している。 

➢ R さん（区画整理課）：8 時からの時差出勤に切り替えた。自家用車で通勤している。 

➢ S さん（ちゅらまち推進課）：30 分後ろ倒しで 9 時からの時差通勤を導入。徒歩で通勤している。 

➢ T さん（都市計画課）：9 時 30 分から時差通勤に切り替えた。バイクで通勤している。 

➢ U さん（運動公園整備室）：30 分前倒しで時差通勤を導入し、自家用車で通勤。 

➢ V さん（建築指導課）：1 時間後ろ倒しで時差通勤を導入し、普段はモノレールで通勤している。 

➢ W さん（道路課）：1 時間前倒しでの時差出勤に切り替えた。徒歩出勤で通勤した。 

➢ X さん（都市計画課）：窓口担当として担当したが、実証には参加しなかった。なお、普段は自家用

車で通勤。 

 実証に参加して良かったこと及び課題に感じたこと（N さん～X さん） 

➢ X さん：窓口担当の感触として、今回の取組自体は好評だったため、人事部に掛け合って取組を

継続したいと考えている。 

➢ Q さん：睡眠が多く取れるようになったことは良かった。他方で、遅い時間の出勤となったので、市

役所の駐輪場が埋まってしまっている点が課題だった。寝過ごしたことでアパートのごみ捨てに間

に合わないことがあるなども悩ましかった。通勤時は渋滞を回避できたが、帰宅時の混雑状況は

あまり変化がなかった。担当課では、窓口業務があまり多くなかったため、業務上の影響は大きく

なかったが、同じ業務を担当するもう 1 人の職員（1 時間後ろ倒しの時差出勤を導入）と会議を調

整することが難しかった。 

➢ R さん：朝早く出勤することで渋滞をやや回避できたと感じているほか、終業時間を早められたこ

とで帰宅時の渋滞を回避できたようには感じている。業務上の変化はあまり感じなかった。 

➢ S さん：徒歩通勤のため、交通量についてあまり変化はなかった。通勤時には、家族に車で送迎し

てもらうこともあるが、その際に通常よりも渋滞回避ができたと感じている。また、子供の保育園

の送迎の時間を確保できた点は大きなメリットがあったと感じている。一方で、業務上の会議や研

修の参加に向けて通勤時間を調整（結果的に早めに出勤）しないといけない点が悩ましかった。 

➢ T さん：1 時間後ろ倒しにしたことで、さらに通勤時間が短縮された。庁内のエレベーターも普段の

通勤時には大変混雑しているが、遅れて通勤することでスムーズに利用できた。窓口や電話業務

が多い部署ではあったが、時差通勤時も支障なくスムーズに取り組むことができた。課題として

は、退勤時の混雑はそこまで変化がなかった点が挙げられる。 
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➢ U さん：8 時出勤に切り替えたが、通勤時に渋滞にはまってしまい、結果的に通勤時間があまり変

わらなかった。大きなメリットとしては、30 分早く出勤することで仕事に集中する時間を作ること

ができた。課題としては、時差出勤が広く庁内で周知されていないため、職員によっては取組を理

解していない方が多く、退勤のタイミングで仕事を依頼されることがあり、退勤が大変だった。そ

のため、退庁時間が従来の通勤時と変わらなかった日もあった。しかし、朝の時間のメリットは非

常に大きかったため、現在も自主的に早く出勤している。 

➢ V さん：真嘉比地区からモノレールで通勤しているが、時差出勤期間には 1 時間後ろ倒しで出勤

し、モノレールではなくバスを利用するようになった。バス通勤によって朝の通勤に余裕を持って

取り組めるようになったと感じており、定時退庁後の時間を集中時間として設けられた点も良かっ

た。ただし、バス通勤で酔ってしまうことやバス停で待機する時間があまり好きではなかった。今

後継続するのであれば、30 分後ろ倒す形で継続したい。モノレール駅からは歩いて通わないとい

けない点が課題である。なお、業務上の変化としては、職場の人間と交流する機会が減ったと感じ

ている。 

➢ X さん：窓口担当としては、実証開始までの調整に時間を要した。時差出勤と公共交通手段の利

用という取組の意義は各部署ともに総論賛成となるが、実際に個々人が取り組むにあたって自分

事として取り組むまでの機運醸成には至らなかったと感じている。その意味では時差出勤による

メリットをより打ち出すことが必要である。実証を呼び掛ける際に個々人の目線でメリットを整理

することが望ましい。自家用車を用いて通勤することでどの程度ガソリンや駐車場代など費用が

かかっているのかということを可視化することも有効ではないか。沖縄振興局では、時差出勤を

導入している人は机上に「時差通勤中」という立て札を用いていたので、こうした工夫を取り入れ

ていくことが望ましい。このような取組参加者を増やしていくことで次年度以降も継続していきた

い。 

➢ W さん：朝の 1 時間に集中できる時間を設けられたことが良かった。他方で、終業時間をあまり早

められなかったと感じている。早く帰ることができた場合は、ゆっくりした時間を確保できたと感じ

ている。 

 取組の輪を広げるために課題となる交通環境及び必要なインセンティブ・工夫 

➢ V さん：次年度に当方は引っ越さないといけない可能性があり、時差通勤を継続してもらえると居

住範囲の選択肢が広がると考えている。出勤時間にも例えば 8 時 30 分～9 時の間に出勤する

といったルールを持たせるなどゆとりを持たせることが望ましい。 

➢ X さん：勤怠管理システムの時間内で管理しているので遅刻も厳しく判定されている。今後は日

によって勤務時間が柔軟に切り替わる形が望ましい。 

➢ U さん：朝の時間帯は子供の送迎が必要であるが、早朝出勤のために家事を慌ててこなさないと

いけない点が課題である。家事と業務上のバランスが難しいと感じている。 

➢ Tさん：今回実証に参加しなかった人からは「取組にメリットを感じなかった」という意見を聞いた。

また、今回の実証では交通手当の制度が間に合わなかったため、今後併せて制度化することが求

められる。 

➢ X さん：交通手当は月別に申請するが、翌月からの支払いとなるため、今回は対応できなかった。

そのため、公共交通手段を用いた取組参加者はほぼいなかった。 

➢ S さん：月単位で出勤時間を調整できれば有難いと思料。他の部署（市民部など）からもぜひやり
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たいという意見が届いていたため、他の部署も巻き込めるのではないか。 

➢ R さん：出勤時間を段階的に分ける運用が望ましい。実証参加者によっては「この時間帯での時

差出勤は合わない」という気づきを得た職員もいた。 

➢ Q さん：連絡・調整の面では、内線電話で他職員が「不在」と伝える必要が生じることを懸念して

いる。全庁的に取り組んでいることが見えると良いと考えている。また、時差出勤の導入状況につ

いて、スケジューラで可視化してほしい。 

➢ X さん：そこまで課題は大きくないと感じており、庁内で調整の上、解決していきたい。また、当初

は窓口業務の短縮が始まったタイミングに合わせて実施したことで人事部からは「混乱を招くので

はないか/窓口業務短縮の効果が相殺されるのではないか」という懸念が示されていた。元々人

事部は窓口業務終了後に会議用の時間を設けたいと考えていたが、結果的には窓口時間の短縮

と組み合わせて柔軟な働き方を取り入れた職員が多く、好評であった。 

➢ X さん：今回は都市建設部だけで実施した状況であったが、他部署へ広げていくうえでは管理職

の判断に拠るところが大きく、例えば時差出勤に取り組みたい方の中で誰を優先するのかという

許可基準を設けたいと考えている。：浦添市・森田 

 

3） 浦添市の実証結果に関する考察 

宜野湾市の実証では、33 名の職員が「時差通勤」または「公共交通手段を用いた通勤」に参加したが、

同時期に窓口業務の営業時間の短縮が行われたことで、参加者が増大した点が大きな特徴である。 

一方で、今回はあくまで都市建設部の中でのみ試験的に実施されたため、今後浦添市役所内で制度

化を目指すうえでは、他部署を巻き込んだ取組の継続が求められる。特に「公共交通手段を用いた通勤」

については浦添市役所の全職員の通勤データを概観すると取組に参加可能（公共交通手段を利用可

能）な職員が浦添市内居住者を中心に数多く存在するため、今後の実証ではこうした職員に向けてアプ

ローチすることが求められる。 

 

 

図 2-69 浦添市職員の居住地別通勤手段(単位：%) 
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図 2-70 浦添市から通勤している市職員の通勤手段(単位：%) 

 

図 2-71 浦添市役所へ自家用車で通勤している市職員の居住地別割合 

（出所：統計地理情報システムならびに国土数値情報のバス路線データを加工して MRI 作成） 

 

また、本実証に参加した職員からは、実証で得られたメリットとして渋滞の回避だけでなく、健康増進

や子育て時間の創出といった前向きな意見が挙げられた。他方で、課題としては業務上の時間調整や

定時性の低さによるバス利用の難しさや手当の必要性などが挙げられており、時差通勤の導入に関して

は通勤時及び業務上の観点から困難に直面したことが明らかになった。 

なお、ヒアリング結果に記載がある通り、浦添市は今回の取組結果を踏まえて、制度化に向けた庁内

調整を進める方針であり、宜野湾市と同様に今後、他の自治体で同様の実証を行う際の参考事例にな

ると考えられる。 
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（5） 琉球大学の実証結果 

1） アンケート調査結果 

琉球大学の実証では、最終的に 26 名の教職員が実証に参加し、参加後のアンケート結果として以下

の通り結果が得られた。 

 

問 1：参加者の年齢 

 

図 2-72 琉球大学のアンケート結果 問 1（単位：人） 

 

 

問 2：参加者の居住地 

 

図 2-73 琉球大学のアンケート結果 問 2（単位：人） 
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問 3：参加者の職業 

 

図 2-74 琉球大学のアンケート結果 問 3（単位：人） 

 

問 4：参加者の普段の通勤手段 

 

図 2-75 琉球大学のアンケート結果 問 4（単位：人） 
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問 5：参加者の普段の通勤時間 

 

図 2-76 琉球大学のアンケート結果 問 5（単位：人） 

 

 

問 6：実証への参加状況 

 

図 2-77 琉球大学のアンケート結果 問 6（単位：人） 
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問 7：実証で取り組んだメニュー 

 

図 2-78 琉球大学のアンケート結果 問 7（単位：人） 

 

 

問 8：実証時に利用した公共交通手段（複数選択可） 

 

図 2-79 琉球大学のアンケート結果 問 8（単位：人） 
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問 9：実証時の通勤時間 

 

図 2-80 琉球大学のアンケート結果 問 9（単位：人） 

 

 

問 10：実証に参加した理由（複数選択可） 

 

図 2-81 琉球大学のアンケート結果 問 10（単位：人） 
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問 11：実証終了後の継続意向（公共交通手段を利用したいと考えているか） 

 

図 2-82 琉球大学のアンケート結果 問 11（単位：人） 

 

 

問 12：今回の実証で交通渋滞の解消や、社会課題の解決に向けて自分が貢献できたと感じるか 

 

図 2-83 琉球大学のアンケート結果 問 12（単位：人） 

 

  



 

76 

 

問 13：実証参加で感じたメリット・良かったこと 

 

図 2-84 琉球大学のアンケート結果 問 13（単位：人） 

 

 

表 2-33 琉球大学のアンケート結果：実証参加で感じたメリット・良かったこと 
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問 14：実証参加で感じた課題・大変だったこと 

 

図 2-85 琉球大学のアンケート結果 問 14（単位：人） 

 

表 2-34 琉球大学のアンケート結果：実証参加で感じた課題・大変だったこと 
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問 15：実証参加で感じた公共交通機関の課題 

 

図 2-86 琉球大学のアンケート結果 問 15（単位：人） 
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表 2-35 琉球大学のアンケート結果：公共交通機関の課題 
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問 16：実証参加で感じた自転車道や歩道の課題 

 

図 2-87 琉球大学のアンケート結果 問 16（単位：人） 

 

 

表 2-36 琉球大学のアンケート結果：自転車道・歩道の課題 
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問 17：実証（ノーマイカーウィーク）に対する意見 

 

図 2-88 琉球大学のアンケート結果 問 17（単位：人） 

 

 

表 2-37 琉球大学のアンケート結果：実証に対する意見 
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2） 琉球大学の実証結果に関する考察 

今回の実証は先述した通り、琉球大学全体で実施したノーマイカーウィークの取組の一環として実施

されたため、公共交通手段を用いた通勤をメニューとして選択した職員が多く、時差通勤に取り組んだ

職員は4名と少ない結果になった。そのため、今後琉球大学で同様の実証を行う際には時差通勤といっ

た働き方の転換に繋がる取り組みを優先的に取り組むことが求められるといえる。 

また、本実証に参加した職員からは、実証で得られたメリットとして健康増進だけでなく、自由時間の

創出といった前向きな意見が挙げられた。他方で、課題としてはバスの定時性の低さや路上の安全性、

通勤時間の増大などが挙げられており、公共交通手段を用いた通勤に関しては主に通勤の観点から困

難に直面したことが明らかになった。 
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2.2 課題及び解決策 

2.2.1 実証で顕在化した課題 

本節では、今年度の実証で顕在化した課題及びその課題に対する解決策を整理する。前節で整理し

た実証結果を踏まえると、今年度の実証で顕在化した課題は下表の通り整理できる。 

 

表 2-38 実証で顕在化した課題 

課題 内容 

① 公共交通の認知度が低い 実証開始時に初めて近隣に利用可能なバス停・

路線が存在することを知った職員も存在するほ

か利用方法や決済方法について知らない職員も

存在した 

② 時差通勤について、職場内で理解が得られ

にくい場合があり、実施が難しい 

時差通勤等働き方を変えるメニューを取り入れ

た場合、制度上可能であっても取り組んでいな

い同僚から難色を示されるなど職場内で理解が

得られにくい状況が生じてしまい、実際に取り組

むことが困難な状況が見受けられた 

③ 時差通勤について、業務遂行上のコミュニ

ケーションの問題などにより、実施が難しい 

時差通勤等働き方を変えるメニューを取り入れ

た場合、他部署とのコミュニケーションや会議調

整など業務遂行上の不都合が生じるといった課

題が浮き彫りになった 

④ 組織内の一部署が主体となって実証を推進

すると取組が組織全体に広がりにくい 

一部署が窓口部署になった場合、全庁的に周知

するための庁内調整や合意形成が難航する可能

性があり、勤怠管理や全庁的な周知の観点から

人事部を巻き込むことが求められる 

⑤ 取組の意義・メリットを感じておらず参加を

見送った職員が一定数存在する 

今回の実証では、特に子育て世代の参加者から

好意的な意見が寄せられたが、他方でヒアリング

結果から取組意義やメリットを感じず実証への参

加を見送った職員が一定数存在する実態が浮き

彫りになった 

⑥ 各組織の内規や勤怠管理システム等の課題

によって、取組メニューが限定される傾向に

ある 

実証に参加した組織の多くは、公共交通手段を

用いた通勤と時差通勤、在宅勤務等の取組メ

ニューを検討する際に、各組織で内規や勤怠管

理システム等において障壁となる課題があるた

めに、実現可能な取組メニューを絞ることとなっ

た 
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課題①については、公共交通手段を利用した取組における課題である。すでに前年度の実証におい

ても課題として指摘されていたが、このメニューを用いた場合、公共交通手段を利用できる環境にいな

がらもバス停の位置などを知らなかった職員が一定数存在することが今回のヒアリングから明らかに

なった。これはバス路線など路線体系だけでなく、料金設定や決済方法など利用方法に関しても認知度

が低く、こうしたバス利用に関する情報不足も課題として提起された。 

課題②については、働き方改革といえる時差通勤の取組における課題である。組織内の制度として整

備できた場合でも、時差通勤に参加せず取組に対して難色を示す職員が存在していたことによる心理

的な抵抗感が大きな課題として存在し、これにより取組に参加した職員自身が「周囲の職員に対して迷

惑をかけたと申し訳なさを感じてしまう」という状況が生じていることが確認された。これは実証参加に

あたって心理的な障壁が生まれていたことを示唆しており、今後取組の輪を拡大するためにはこうした

心理的障壁を取り除くための工夫が求められる。 

課題③については、同様に働き方改革といえる時差通勤の取組における課題である。実証を実施す

る場合に、他部署の職員との役割分担や会議調整・コミュニケーションなど業務遂行上の課題が多数生

じていたことが浮き彫りになった。そのため、今後取組の輪を拡大するためにはこうした業務遂行上の庁

内の課題を取り除くための工夫も求められる。 

課題④については、実証の進め方に関する課題である。今年度の実証においては、自治体の場合、都

市計画課など窓口担当の職員が所属する部署を起点として庁内へ実証参加を呼び掛けたが、全庁を巻

き込んだ形で機運醸成が図れなかった点が課題として浮き彫りになったといえる。これは言い換えれば

窓口担当部署の設置体制に課題があると考えられるため、全庁的に呼び掛けることを前提として人事

課や企画財政課といったあらゆる部署との関わりが多い部署に窓口担当を依頼するほか、これらの部

署と窓口担当部署が協力体制を築くといった工夫が求められる。 

課題⑤については、実証結果を概観すると主に自治体で実施した時差通勤の取組には、子育て世代

の職員を中心に意欲的に参加したことが明らかになった一方で、取組そのものに意義やメリットを感じ

ていないため実証への参加を見送った職員が一定数存在することが分かった。そのため、今後取組を

継続する際には、あらゆる年齢層や世代・居住地等を考慮したうえで多様なアプローチ方法を検討する

必要があると考えられる。 

課題⑥については、今回の実証を概観すると、当初想定していた「公共交通手段を用いた通勤」、「在

宅勤務」、「時差通勤」等のメニューをすべて実施できた企業・自治体が存在しなかったため、幅広いメ

ニューに取り組める組織が少ないことが明らかになった。しかし、これは組織上の内規や勤怠管理シス

テムに起因する課題であると考えられるため、こうした課題について丁寧に掘り下げることも今後求めら

れるといえる。 
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2.2.2 課題の解決策 

前項で整理した課題について、有効な解決策として考えられる取組を下表の通り整理した。 

 

表 2-39 実証で顕在化した課題の解決策 

課題 解決策 

① 公共交通の認知度が低い  個人ごとや地域ごとに利用可能な交通手段の情

報提供 

 シェアサイクリングを含めた利用可能な公共交

通手段の啓発活動 

 バスやサイクリング等の交通事業者と連携した

利用促進イベントや乗り方教室などの実施 

② 時差通勤について、職場内で理解が得られに

くい場合があり、実施が難しい 

 （実証参加組織に向けた）広報誌や PV による取

組の紹介 

 （組織内で）取組実施を周知するイベントの開催 

 窓口担当者と組織内の管理職との連携体制の

構築 

 窓口担当者から取組には参加しない同部署の職

員に向けた説明会の実施 

 組織内制度化を見据えた実証後のプロセス設計 

 これまでの実証における各組織の取組を紹介す

る事例集の作成 

③ 時差通勤について、業務遂行上のコミュニ

ケーションの問題などにより、実施が難しい 

 チャット機能を用いたコミュニケーション環境の

構築 

 組織内システム（予定表など）における取組参加

者の情報を可視化 

④ 組織内の一部署が主体となって実証を推進す

ると取組が組織全体に広がりにくい 

 （対象部署を選定するための）職員の働き方に関

する現状分析及びアプローチ戦略の検討 

 （実証に参加可能な方を把握するための）職員の

通勤実態に関する分析及びアプローチ戦略の検

討 

 人事課を必ず巻き込むといった全庁的な周知を

見据えた体制構築 

⑤ 取組の意義・メリットを感じておらず参加を見

送った職員が一定数存在する   

 実証参加によるメリットや意義を世代やライフス

テージ別に再整理 

 実証にメリットを感じていない職員に訴求するた

めの戦略検討 

⑥ 各組織の内規や勤怠管理システム等の課題に

よって、取組メニューが限定される傾向にある 

 実証実施に向けた課題や障壁となる要素を聞き

取り、取組方針を提案するコンサルテーション 
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解決策①は、「公共交通の認知度が低い」という課題への対応策であり、具体的には通勤実態の分析

をもとに各職員が実証に参加する場合に具体的に利用可能なバス路線・ダイヤなどの情報を提供する

ほか、シェアサイクリングを含めた利用可能な公共交通手段の啓発活動が有効であると考えられる。ま

た、実現には時間を要すると考えられるが、実証実施の際に、バスやサイクリング等の交通事業者と連

携した割引制度・乗り方教室などの実施も取組参加者を増やすためには重要である。 

また、課題①については、沖縄交通リ・デザインが実証実施と両輪で目指す公共交通の利便性向上お

よび環境整備にも大きく関わる課題であると考えられる。こうした観点を踏まえ、公共交通の環境整備

に資する解決策としては以下の 3 点が挙げられる。 

 

A：ダイヤや時刻表などを包括的に分かりやすく情報提供すること 

B：通勤手当のメリットについての発信を強化すること 

C：乗り継ぎ利便性の観点からの情報提供や環境整備（バス停の上屋整備など）を行う 

 

A については、実証推進にあたって各職員にパーソナライズされた情報を提供することが重要である

が、他方で実証参加者からはダイヤや時刻表に関する情報提供が不足している点が課題として挙げら

れていたことを踏まえ、利用者にとって分かりやすい形での情報提供を今後拡充することが求められる。 

B については、すでに交通事業者が提供している定期券に関する発信を強化することで、企業・自治

体における定期券を活用した通勤手当の導入を促すことが期待される。 

Ｃについては、バス路線間の乗り継ぎに関する情報発信を強化するだけでなく、バス停での待機時間

の快適性を高めるためにベンチや上屋の設備を拡充するといった環境整備を進めることが求められる。 

解決策②は、「時差通勤について、職場内で理解が得られにくい場合があり、実施が難しい」という課

題への対応策であり、実証参加組織に対する広報活動や組織内の連携強化に向けた取り組みが求めら

れる。特に実証に参加しない職員に対しても取組を紹介することで、実証に参加する職員の心理的抵抗

感を低減し、組織全体での機運醸成を図ることが求められる。具体的には広報紙やPVを通じた取組の

紹介や取組意義・内容を直接紹介するイベントの開催などが挙げられる。「沖縄交通リ・デザインの目指

す姿・目標の設定及び市民の更なる巻き込み戦略の設計に向けた調査検討業務」における調査結果を

踏まえると、クール・ビズのように行政主導で行動変容を促した事例では「社長や市長等を巻き込んで

組織一体となって取り組む姿勢を提示すること」や「キャッチーなフレーズを掲げて参加を幅広く呼び掛

けること」が効果をもたらしたと考えられるため、今後実施するイベントについてもそのような役割が期

待される。そのほかこれまでの実証における各組織の取組を紹介する事例集の作成も重要な取組であ

り、実証参加団体の実証準備を支援するツールとして役立つと考えられる。 

また、組織内の連携強化の方策としては、各部署の管理職とも連携体制を構築することで、実証参加

を円滑に進められるための機運醸成を行うことが望ましい。また、キックオフ説明会とは異なる形で、窓

口担当部署から取組参加者に向けた説明会の実施も一案であるほか、実証を通じて組織内で明確な

制度として導入し、時差通勤を前提とした働き方に関する制度設計を行うためのプロセスを設計するこ

とも全庁的な取組を推進するうえでは有効である。 

解決策③は、「時差通勤について、業務遂行上のコミュニケーションの問題などにより、実施が難しい」

という課題への対応策である。これは業務の進め方そのものを見直す取組であり、具体的にはチャット

ベースで気軽にコミュニケーションが取れる環境の構築や時差通勤に取り組んでいる職員が予定表な
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ど組織内のシステム上で可視化されるようにするといった業務遂行環境の整備及び改良が必要になる

と考えられる。 

解決策④は、「組織内の一部署が主体となって実証を推進すると取組が組織全体に広がりにくい」と

いう課題への対応策である。これは言い換えれば全庁的に取り組みの輪を広げるために必要な取組で

あり、全庁的な周知を見据えた体制構築が挙げられる。具体的には人事課や企画財政課を必ず体制メ

ンバーとして巻き込むなどを中心に実証実施上の体制を拡充することが求められる。 

また、併せて実証に参加しやすい部署や職員を把握することは、後述する追加アプローチを検討する

うえで重要な取組であり、対象部署を選定するための職員の働き方に関する現状分析や実証に参加可

能な方を把握するための職員の通勤実態に関する分析が求められる。 

解決策⑤は、「取組の意義・メリットを感じておらず参加を見送った職員が一定数存在する」という課

題への対応策であり、世代やライフステージの違いに応じて、取組の意義をより明確化することが必要

であり、実証を周知する資料等においてこうした世代別のメリットを下図のように記載するといった工夫

を施すことが求められる。また、実際に取組に対してメリットを感じていない職員への追加アプローチに

ついても検討することが必要である。こちらについては窓口部署とも連携しながらどのような実証の展

開方法が有効なのかという点について検討することが求められる。 

解決策⑥は、「各組織の事情によって、取組メニューが限定される傾向にある」という課題への対応策

であり、実証実施に向けた課題や障壁となる要素を聞き取り、取組方針を提案するコンサルテーション

が挙げられる。これは実証参加組織が幅広い取組メニューを実施するための戦略の検討に繋がるほか、

沖縄総合事務局などにとっては実証の方法論を確立するうえで解決すべき課題などを聞き取る観点か

ら重要な方策であるといえる。 

 

図 2-89 ライフステージに応じた取組のメリットを示す資料イメージ 
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2.2.3 課題解決策の優先順位・手順 

上記の通り整理した課題解決策については、沖縄交通リ・デザインの取組のロードマップも勘案する

と短期的に取り組むべき内容と長期的に取り組むべき内容の 2 種類に分類することができる。 

沖縄交通リ・デザインは、現在は取組の初期段階（短期フェーズ）にあり、意欲的に協力してもらえる

アーリーアダプターを確保したうえで各組織と共同で実証を展開している状況である。こうした取組は

令和 9 年度まで継続し、これまでの実証結果をもとに今後のリ・デザインの指針となるアクションプラン

を策定することを目指している。そして、その後は中長期フェーズと位置付けられ、こうした取組の輪を

拡大する段階を想定している。 

短期フェーズでは、沖縄総合事務局ならびに沖縄振興局等が主導的に各団体へ打診を行い、実証の

実施・調整を担う体制となっているが、中長期フェーズでは、沖縄総合事務局や沖縄県が沖縄交通リ・

デザイン推進事務局を組成し、実証参加を希望する団体が事務局へ応募する制度が想定される。その

ため、このフェーズでは、実証参加団体が主に実証実施に向けた調整を担い、沖縄総合事務局等の事

務局サイドは過年度の実証結果を踏まえて実証の進め方に関する基本指針を提示すると考えられる。 

 

 

図 2-90 沖縄交通リ・デザインのロードマップ 

（令和６年度沖縄における持続可能な交通環境構築調査報告書より引用） 

 

表 2-40 各フェーズにおける課題解決策の役割分担 

取組主体 短期 中長期 

沖縄総合事務

局・沖縄振興

局など 

① 方法論確立に向けた実証支援（下記

戦略・アプローチに関する検討支援） 

 個人ごとや地域ごとに利用可能な交通

手段の情報提供 

 シェアサイクリングを含めた利用可能な

公共交通手段の啓発活動 

 職員の通勤実態に関する現状分析 

 職員の働き方に関する現状分析 

 実証参加によるメリットや意義を世代や

ライフステージ別の再整理 

① 実証参加組織への方法論提供 

 これまでの実証における各組織の取

組を紹介する事例集の作成 

 （必要に応じて）実証実施に向けた課

題や障壁となる要素を聞き取り、取

組方針を提案するコンサルテーショ

ン 

② 実証を推進するための広報活動 

 （実証参加組織に向けた）取組を紹

介するイベントの開催 
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 実証にメリットを感じていない職員に訴

求するための戦略検討  

 実証実施に向けた課題や障壁となる要

素を聞き取り、取組方針を提案するコン

サルテーション 

② 実証全体を推進するための広報活動 

 （実証参加組織全体または各組織向け

に）取組を紹介するイベントの開催  

 （実証参加組織に向けた）広報誌や

PV による取組の紹介 

自治体・企業 

 

① 実証実施に向けた内部調整 

 窓口担当部署から取組参加者に向けた

説明会の実施 

 人事課を必ず巻き込むといった全庁的

な周知を見据えた体制構築 

 管理職との連携体制の構築 

① 実証実施に向けた内部調整 

 窓口担当部署から取組参加者に向

けた説明会の実施 

 人事課を必ず巻き込むといった全庁

的な周知を見据えた体制構築 

 管理職との連携体制の構築 

② 実証実施に向けた組織内部での巻

き込み 

 （組織向けに）取組を紹介するイベン

トの開催 

 個人ごとや地域ごとに利用可能な交

通手段の情報提供 

 シェアサイクリングを含めた利用可能

な公共交通手段の啓発活動 

 職員の通勤実態に関する現状分析 

 職員の働き方に関する現状分析 

 実証参加によるメリットや意義を世代

やライフステージ別の再整理 

 実証にメリットを感じていない職員に

訴求するための戦略検討  

 バスやサイクリング等の交通事業者

と連携した利用促進イベント・乗り方

教室などの実施 

 組織内制度化を見据えた実証後の

プロセス設計 

 

 

短期フェーズでは、沖縄総合事務局などが中長期を見据えた実証の方法論確立に向けて、実証参加

組織の支援として、アプローチ戦略の検討（通勤データの分析やイベントの開催など）を担い、実証に参

加する組織では全庁的な連携体制の構築など内部調整に関わる準備を進めるといった役割分担を想

定する。 
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他方で、中長期フェーズでは、こうした実証実施に向けたアプローチ戦略の検討などはすべて実証に

参加する組織が主体的に担う内容となり、沖縄交通リ・デザイン推進事務局ではこれまでの実証の事例

集の作成など基本指針・方法論を提示する役割を担うことが想定される。また、実証に参加する組織で

は、実証後の組織内の制度改革を見据えたプロセス設計も求められる。 

 

 

 

  



 

91 

 

2.3 新たな勤務制度の普及策 

2.3.1 新たな勤務制度のメリット 

実証でのヒアリング結果を通じて得られた、新たな勤務制度として柔軟な通勤手当・テレワーク・時差

通勤の 3 つが挙げられるが、これらの働き方に関するメリットを下表の通り整理した。 

柔軟な通勤手当については、自家用車に限らず公共交通手段を用いた通勤に柔軟に切り替えること

が可能になる点がメリットであるが、既存の企業・自治体における通勤手段の申請が月別に柔軟に実施

できない場合も多く存在するため、こうした柔軟な通勤手当を許容する制度設計が求められる。 

テレワークについては、通勤に係るストレスが解消されるほか、通勤時間がなくなるため、子育てなど

に余裕を持って取り組む時間を創出できる。他方で、テレワークに関しては特に沖縄の自治体の場合、

勤怠管理システムや貸出機器の観点からテレワークが難しい状況にあり、今後こうした制度上の改革及

び業務遂行の観点から職場内でテレワークを組み合わせた働き方への意向に関して合意形成を図るこ

とが求められるといえる。 

そして、時差通勤またはフレックスタイム制については、通勤時間帯を変更することで渋滞を回避でき

るほか、テレワークと同様に子育てや家事に取り組める時間を創出できる点がメリットである。また、自

治体においては時差通勤を用いることで、窓口業務以外に業務に集中できる時間帯を創出できるため、

業務遂行上作業効率が上がる点もメリットである。しかし、テレワーク同様に組織内で制度として導入す

るためには、勤怠管理システムの制度変更及びコアタイムの設定が必要になる。これは時差通勤を用い

ることを前提に、庁内で会議を開催する時間ならびに窓口業務に従事する時間を考慮した「コアタイム」

を設けることで、時差通勤を用いる職員にとって働きやすい環境を整備できるといえる。 

これらの新しい働き方については、実証におけるヒアリングでは「市役所など行政が積極的に実践し

てほしい/メッセージを発信してほしい」という形で行政からの働きかけを期待する声も多くあがってい

た。そのため、こうした新しい勤務制度の導入にあたっては自治体で先行的に導入するだけでなく、県や

国レベルで沖縄社会に対する指針を示すことも有効であると考えられる。 

 

表 2-41 新たな勤務制度のメリット 

新たな勤務

制度 

個人レベルでのメリット 組織レベルでのメリット 県・国・社会レベルでのメ

リット 

A：柔軟な通

勤手当 

⚫ 通勤手段を状況に応

じて切り替える形で

通勤できる 

⚫ 公共交通手段による

通勤が増加すること

で駐輪場・駐車場の

混雑が解消 

⚫ 公共交通計画等で定

めた公共交通手段の

利用促進を率先して

訴求することが可能 

⚫ 通勤における自家用

車依存のライフスタイ

ルが変容・転換 

B：テレワーク ⚫ 通勤に伴うストレス

が解消される 

⚫ 通勤者の減少に伴い

通勤手当の費用負担

⚫ 自家用車等を用いた

通勤者の減少に伴う
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⚫ 子育てなどに余裕を

持って取り組む時間

を創出できる 

が減少 

⚫ 働き方改革が進んだ

企業として若手に

とって魅力的な職場

になる 

交通量の減少 

⚫ 自家用車に依存した

ライフスタイルが変

容・転換 

C：時差通勤

（フレックスタ

イム制） 

⚫ 通勤時間帯を変更す

ることで渋滞を回避

できる 

⚫ 子育てなどに余裕を

持って取り組む時間

を創出できる 

⚫ （自治体の場合）窓口

業務の時間外で業務

に集中できる時間を

創出できる 

⚫ 制度改革が実現する

ことで企業に対して

働き方改革を率先し

て呼び掛けるように

なる 

⚫ 働き方改革が進んだ

企業として若手に

とって魅力的な職場

になる 

⚫ 時差通勤者の増加に

伴いピーク時の渋滞

が緩和される 

 

 

表 2-42 新たな勤務制度における課題 

新たな勤務

制度 

個人レベルの課題 組織レベルでの課題 県・国・社会レベルでの課

題 

A：柔軟な通

勤手当 

⚫ 自家用車の方が買い

物や送迎などの柔軟

性が高いため、自家

用車での移動が前提

となっており、公共交

通手段を用いた通勤

を忌避する傾向があ

る 

⚫ 個々人の要望・移動

手段に応じて柔軟に

支給額を決定するシ

ステム・制度が備わっ

ていない 

⚫ 沖縄の各都市が自家

用車の移動を前提と

した都市構造になっ

ている（例：商業機能

が街の中心部に集積

していないなど） 

B：テレワーク ⚫ 新規性の高い働き方

のため、職場内で理

解が得られにくい 

⚫ 在宅勤務の切り替え

が可能な勤怠管理シ

ステムの導入が難し

い 

⚫ セキュリティ保護の観

点からパソコン等機

器持ち出しに関する

ルールが存在しない 

⚫ 沖縄の行政組織でテ

レワークを導入した

実績が不足している 

⚫ テレワーク推進に向

けた機器やシステム

の導入に関する支援

が十分ではない 

C：時差通勤

（フレックスタ

イム制） 

⚫ 職場内での役割分担

や時間調整が難航す

るため、利用が難し

⚫ 柔軟な時差通勤を可

能にする勤怠管理シ

ステムの導入が難し

⚫ 沖縄の行政組織で時

差出勤を導入した実

績が不足している 
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い可能性がある い 

⚫ 庁内調整を容易にす

るためのコアタイムを

設定できていない 

⚫ コアタイム設定など時

差通勤導入に伴う指

針が示されていない 

 

 

2.3.2 新たな勤務制度導入のインセンティブ 

これらの 3 つの新たな勤務制度の導入にあたっては、上述した課題を解決すると共に職員が率先し

て利用したいと感じられる制度設計が重要になる。言い換えればインセンティブ設計について検討する

必要がある。 

検討にあたっては、今年度実施した沖縄総合事務局の「沖縄交通リ・デザインの目指す姿・目標の設

定及び市民の更なる巻き込み戦略の設計に向けた調査検討業務」の検討結果を活用する。本調査では、

行動変容に繋がるインセンティブとして、①学べるインセンティブ（参画していることに伴う誇りや取組に

よる学びによって能動的に行動変容が促されるインセンティブ）、②楽しむインセンティブ（ゲーミフィケー

ションなどを通じて楽しく行動変容に取り組むインセンティブ）、③得するインセンティブ（習慣に訴えかけ

るような仕掛けを通じて行動変容が促されるインセンティブ）の 3 つに大別して整理を行った。この整理

をもとに新しい働き方について想定されるインセンティブ設計を下表の通り整理した。 

 

表 2-43 新たな勤務制度導入に資するインセンティブ 

新たな勤務制度 インセンティブ内容 

A：柔軟な通勤手当 ⚫ 多様な通勤経路による交通費を試算・可視化できるツールの利用促

進によって、通勤手段を柔軟に選べるようになる 

⇒社会的認知理論にもとづく「学び」を通じた行動変容 

B：テレワーク ⚫ 子育て世代など特に大きな恩恵を受けることが予想される層に対し

て先行的な体験期間の設定することで、異なる働き方を学べる 

⇒社会的認知理論にもとづく「学び」を通じた行動変容 

⚫ 時差通勤と組み合わせて柔軟な働き方を選べる楽しみ 

⇒自己決定理論にもとづく「楽しみ」を通じた行動変容 

C：時差通勤（フレックス

タイム制） 

⚫ 子育て世代など特に大きな恩恵を受けることが予想される層に対し

て先行的な体験期間の設定することで、異なる働き方を学べる 

⇒社会的認知理論にもとづく「学び」を通じた行動変容 

⚫ 在宅通勤と組み合わせて柔軟な働き方を選べる楽しみ 

⇒自己決定理論にもとづく「楽しみ」を通じた行動変容 
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柔軟な通勤手当については、自家用車による通勤と公共交通手段を用いた場合の通勤で発生する交

通費等諸経費を試算・可視化するツールの提供及び利用促進が有効なインセンティブになると考えられ

る。今回の実証のヒアリングにおいても自家用車から公共交通手段に転換した場合のコスト削減効果を

見たいという要望が寄せられており、今後制度導入を進めるうえでは重要な取組になると考えられる。

なお、このインセンティブについては、社会的認知理論にもとづく自己効力感を高める効果があるといえ

るものであり、職員も通勤手段によるコストの違いを可視化することによって、「学び」を得る形で能動的

に通勤手段を選択することが可能になる。 

また、在宅勤務及び時差通勤に関しては、単なる付随的な働き方ではなく、通常の働き方と並列であ

る程度自由に選択することが可能な制度設計が有効なインセンティブになると考えられる。今回の実証

結果を踏まえても時差通勤の場合、実際に取り入れようとした各職員の中で勤務形態やライフスタイル

を踏まえた葛藤があり、かえって心理的ストレスとなっているケースが見受けられた。その意味で柔軟に

働き方を選べる制度を設計することによって、各職員が気持ちよく能動的に在宅勤務や時差通勤を取り

入れることが可能になると考えられる。また、沖縄セルラーの事例を踏まえると、子育て世代など特に在

宅勤務及び時差通勤によって大きな恩恵を受けると考えられる層に向けて先行的な試験運用・体験期

間を設定することも一案であると考えられる。これはある種のイベントとして実施することによって、先行

的に取り組めることを特典として感じられる点で有効なインセンティブになると考えられる。 

なお、柔軟な制度設計のインセンティブについては、自己決定理論にもとづく内発的動機づけを強め

る効果があるといえるものであり、職員も自由に選択することが可能な環境の中で、「楽しみ」を感じな

がら能動的に働き方を選択することが可能になる。ちなみに先行的な体験期間の設定は社会的認知理

論に基づく「学び」をもたらす効果があり、イベント化することによって取組への機運を高めることができ

ると考えられる。 

 

2.3.3 新たな勤務制度に向けた広報戦略 

沖縄交通リ・デザインの実証は、こうした新たな勤務制度を体感する機会としても有効であり、今後の

広報戦略としては過年度の実証の実績などを広報誌という形で周知することが求められる。こうした観

点から今年度の実証成果を取りまとめた広報誌（ニューズレター）を下図の通り作成した。これは 3 月 9

日に開催される「沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議」で配布されるほか、沖縄総合事務局の展示

スペースにて配布された。 

 



 

95 

 

 

図 2-91 25 年度ニューズレター表面 
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図 2-92 25 年度ニューズレター裏面 
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3. 通学時における行動変容調査 

3.1 取組選定・実証実施 

3.1.1 実証の流れ 

今年度の通学時における行動変容調査は、7 月～8 月に対象高校を選定したうえで、9 月～10 月に

ワーキンググループ（以降、WG と表記することもある）や実証の実施に向けた趣旨説明や方針協議を

実施した。10 月から 11 月にかけて、順次対象学校にて WG を実施し、12 月から 1 月にかけて、順次

実証が開始された（実証期間は各校概ね 1 か月程度）。実証終了直後には三菱総合研究所による支援

のもと各校主体で振り返りアンケートが作成・実施された。WG から、実証及び校内普及活動、振り返り

アンケートの取りまとめまでの一連の取組は、2 月 17 日に実施された第 2 回沖縄交通リ・デザインシン

ポジウムにおいて、各校より発表された。 

なお、実証の流れについては表 3-1 のようなプロセスを設計し、実証やアンケート、シンポジウムにお

ける発表は、沖縄総合事務局及び三菱総合研究所にて誘導や支援を行いつつ、高校主体で取り組まれ

た。 

 

表 3-1 今年度の通学実証のプロセス 

時期 プロセス 主体 

７～８月 対象学校の選定 沖縄総合事務局・三菱総合研究所 

９～１０月 学校に対する趣旨説明・方針協議 沖縄総合事務局・三菱総合研究所 

10～11 月 コアメンバーの決定 学校 

１０～１１月 WG の開催 沖縄総合事務局・三菱総合研究所 

１２～１月 実証（校内普及活動含む）の実施 学校 

１～２月 アンケートの実施、取りまとめ 学校 

2 月 17 日 沖縄交通リ・デザインシンポジウムにおける発表 学校 
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3.1.2 対象学校の選定 

（1） 選定方針 

前年度の通学実証では先進的な取組事例として、首里高校のみを対象としていたが、今年度は取組

をより多くの学校に広げることを方針として選定を進めた。また、将来的に行政の手を離れて運用するこ

とを想定し、取組の推進主体となることが可能である、高校を対象とすることとした。他方、昨年度からさ

らに高校の自主性を高めた運用とするため、本取組に関心の高い高校を選定する方針とした。 

 

 

図 3-1 沖縄交通リ・デザインにおける取組の今後の展開 

 

（2） 選定結果 

昨年度も実証からシンポジウムにおける発表に至るまで広範な協力を頂き、一定の成果をあげられた

首里高校に加え、本取組への関心の高い高校として教育庁より紹介のあった那覇西高校、コザ高校を

選定した。これらに加え普天間高校においても、趣旨説明や方針協議、第 1 回 WG を実施したが、担当

教員の負担、及び後続の WG や実証の実施のための十分な時間が取れないことを理由として、今年度

は辞退とし来年度の参画に向けて前向きな相談を行う方針となった。普天間高校を含む 4 校の進め方

や体制を、表 3-2 において整理した。 

 

表 3-2 各校の実証の取組内容 

 首里高校 那覇西高校 コザ高校 普天間高校 

コアメンバー 2 年生 6 名（公募） 設定無し 2 年生 8 名（公募） 生徒会執行部の5

名（1 年生 3 名、2

年生 2 名） 

教員の関与

範囲 

担当教員 1 名 担当教員 1 名+ 

1 年生各クラス担任 

担当教員 1 名 担当教員 1 名 

実証参加学

年 

１年生＋２年生 １年生 2 年生 ― 

実証期間 12 月 3 日～12 月

25 日 

11 月 17日～12 月

25 日 

1 月 6 日～1 月 29

日 

― 

シンポジウム

での発表 

コアメンバーによる

登 壇 発 表 + ポ ス

ター発表 

選定された 6 名そ

れぞれによるポス

ター発表 

コアメンバーによる

ポスター発表 

― 
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高校との協議においては、図 3-2 のようなガイドラインを用意し、沖縄交通リ・デザイン全体や WG、

実証の趣旨や方針の説明を行った。 

 

図 3-2 高校との協議において用いたガイドライン 

 

最終的に、今年度は首里高校、那覇西高校、コザ高校において実証を実施することとなった。今年度

から新規に対象となった那覇西高校とコザ高校について、選定の検討のために高校の概要と通学区域

を整理したものを表 3-3 那覇西高校の概要表 3-3、表 3-4、図 3-3 に示す。 

表 3-3 那覇西高校の概要 

所在地 

アクセス 
那覇市金城 3-5-1

1)
 

那覇西高校前〔沖縄バス〕より徒歩 3 分 

生徒数（名） 1,064
1)
 

通学区域 普通科：那覇市、浦添市、豊見城市、西原町、 国際人文科・体育科：県全域
2)

 

出身中学校別

生徒数（名） 

小禄 80,伊良波 77,金城 75,鏡原 75,豊見城 59,古蔵 41,西崎 33,東風平 31,

長嶺 28,神森 26,与那原 25,神原 25,那覇 24,寄宮 23,仲井真 22,仲西 20,上

山20,真和志 18,南風原 18,浦添 18,港川 17,石田 17,松島 16,安岡 15,首里 14,

潮平 14,浦西 13,佐敷 12,豊崎 12,石嶺 12,大里 11,南星 10,兼城 10,他
2)

 

通学に関して

の課題 

• 校内への車両乗り入れは安全上の観点から禁止
3)

 

• 近隣住宅前での乗降は行わない 

• できる限り学校から離れた安全な場所等での送迎・乗降で行う
3)

 

 

表 3-4 コザ高校の概要 

所在地 

アクセス 

沖縄市照屋 5-5-1
1) 

東陽バス コザ高校前下車（他社コザ十字路下車、徒歩 10 分)
7）

 

生徒数（名） 1,077
1)
 

通学区域 沖縄市 649,うるま 179,北谷町 49,北中城村 48,中城村 39,宜野湾市 30,読谷
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村 50,嘉手納町 20,宜野座村 1,浦添市 1,名護市 2,恩納村 5,金武町 5,南城市 1,

離島 1
4)

 

出身中学校別

生徒数（名） 

コザ55,越来22,美東 125,沖縄東 106,安慶田44,宮里 142,美里 101,山内54,

北谷 17,あげな 41,具志川 37,高江洲 25,具志川東 22
4)

 

通学に関して

の課題 

• 生徒送迎のための校内への車両の乗り入れは禁止
5)

 

• 生徒乗降に伴う停車は、正門及びバス停から離れた場所で行う
5)

 

• 必要に応じて【乗入れ許可証】を発行
5)

 

• 登下校の送迎について、近隣の住民や市民から状況報告と改善への取組要請 

①バスの停留の妨げになっている 

②渋滞の要因となっている 

③事故に繋がりかねないケースがあった
6)

 

出所）1) 沖縄県,令和７年度学校一覧, 高等学校, 

https://www.pref.okinawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/008/452/202506_03_ko.pdf, 

2025 年 9 月 5 日閲覧 

2) 沖縄県立那覇西高等学校,令和 7 年度学校要覧, https://www.nahanishi-

h.open.ed.jp/e65455cbcd9ff079a9223d05faa037440718dce6.pdf, 2025 年 9 月 5 日閲覧 

3) 沖縄県立那覇西高等学校,登下校における協力願い, https://www.nahanishi-

h.open.ed.jp/4a23b389d77e02356779e43ad26e4475adf29a5f.pdf, 2025 年 9 月 9 日閲覧 

  4) 沖縄県立コザ高等学校, 令和 7 年度学校要覧, http://www.koza-

h.open.ed.jp/zennichi/shiryou/gakkouannai/2025/R7gakkouyouranhpyou.pdf, 2025 年 9 月 5 日閲覧 

5) 沖縄県立コザ高等学校,登下校時の安全確保についての協力願い, http://www.koza-

h.open.ed.jp/zennichi/shiryou/sonota/2020/tougkou.pdf, 2025 年 9 月 9 日閲覧 

6) 沖縄県立コザ高等学校,登下校の送迎について（協力願い）, http://www.koza-

h.open.ed.jp/zennichi/shiryou/sonota/2024/tougekouannzenn.pdf, 2025 年 9 月 9 日閲覧 

7) 沖縄県立コザ高等学校,本校へのアクセス, http://www.koza-h.open.ed.jp/teiji/access.html, 2025 年 9 月 9 日

閲覧 

 

 

図 3-3 那覇西高校とコザ高校の通学区域 

出所）以下データを加工して作成 

• 国土交通省, 国土数値情報（行政区域データ）, https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-N03-v3_1.html, 

2025 年 9 月 5 日閲覧 

• 沖縄県,令和７年度学校一覧, 高等学校, 

https://www.pref.okinawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/008/452/202506_03_ko.pdf, 2025

年 9 月 5 日閲覧 
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• 沖縄県立那覇西高等学校,令和 7 年度学校要覧, https://www.nahanishi-

h.open.ed.jp/e65455cbcd9ff079a9223d05faa037440718dce6.pdf, 2025 年 9 月 5 日閲覧 

• 沖縄県立コザ高等学校, 令和 7 年度学校要覧, http://www.koza-

h.open.ed.jp/zennichi/shiryou/gakkouannai/2025/R7gakkouyouranhpyou.pdf, 2025 年 9 月 5 日閲覧 
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3.1.3 WG の開催 

（1） 首里高校 

首里高校における WG や実証の中心となるコアメンバーは、高校側にて校内公募され、昨年度のコア

メンバーを含む 2 年生 6 名が、今年度のコアメンバーとして決定された。 

首里高校における進め方は、下記の素案をもとにコアメンバーや先生と協議のうえ、決定した。具体

的には、第 2 回WGでは校内で関心のある生徒をより広く募り、コアメンバーが各班のファシリテーショ

ンを行うことや、12/2 のキックオフイベントでコアメンバーより校内普及活動を実施することを決定した。 

 

表 3-5 首里高校において提示した進め方の素案 

 

1） 第 1 回 WG 

11 月 19 日の第 1 回 WG では、進め方の協議の他、沖縄総合事務による沖縄の交通の現状や課題

に関する説明をコアメンバーが聴講する時間を設け、その後ワークショップを実施した。 
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表 3-6 第 1 回 WG のプログラム 

 

 

ワークショップでは、コアメンバー6名が2班に分かれ、沖縄の交通の課題や、何も対策を打たない場

合の将来シナリオに関するディスカッションを行った。得られた主な意見は表 3-7 のとおりである。 

 

表 3-7 11 月 19 日のワークショップで得られた意見 

問い 意見 

内閣府からの説明や

日々の通学を通じ、印

象に残った沖縄の交通

の課題は？ 

⚫ 交通手段の選択肢が少なく、公共交通を使いたくても結局車など他の手

段を使わざるを得ない環境 

⚫ バスが遅延することが多く、待ち時間が長い 

⚫ バスの現在地はバスロケシステムで把握できるが、混雑度が把握できな

い 

⚫ 渋滞が発生しており、移動に時間がかかることが多い 

⚫ 道路が渋滞して目的地に時間通りに到着できない 

⚫ バスの本数が少なく、移動が制限されてしまう 

⚫ 何かあった際に渋滞が一気に悪化するなど、交通に余裕がない 

⚫ 交通量がスムーズに通過できず、事故リスクにもつながっている 

⚫ バスやモノレールなど公共交通の運賃が高い 

⚫ バスは電子マネーが OKICA しか使えず、現金を持っていないことも多

いために乗りづらい 

⚫ 自分が乗るバスと別の系統が来た際、一旦バス停で停車したり、乗らな

いことを伝える時間がもったいない 

⚫ 時間通りに運行しかつ本数も多いモノレールが充実するとよい 

問い①で議論した課題

をこのままにしておく

と、誰がどんな風に困

る？ 

⚫ 仕事、学校など大事な予定に遅刻して自分の評価が下がってしまう 

⚫ 渋滞により学校に遅刻してしまうことが続くと、生徒・学生の進学に響く 

⚫ 渋滞によりバスが時間通りに運行できず、運転手のストレスにつながって

しまう 

⚫ 交差点で円滑に通行できない状態が続くと、交通事故が増える 

⚫ バスがOKICA以外のキャッシュレスに対応しなければ、OKICAを持っ
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ていない人や現金をあまり持たない人にバス利用が拡大しない 

⚫ 皆が車でばかり移動していると、運動せず、不健康になってしまう 

⚫ 観光客が思い通りに観光できない 

⚫ 急病人や医療従事者が渋滞に巻き込まれると、患者の生死に関わる 

 

ワークショップは、図 3-4 のように各自が付箋に意見を書き、用紙に張り付けながら議論する形態で

進めた。 

 

図 3-4 11 月 19 日のワークショップで寄せられた付箋（一部）とワークショップ中の写真 

 

ワークショップ後には、設定した課題に関して調査したことや気付いたことを取りまとめることを、第 2

回 WG までの自主探究として提示した。 
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図 3-5 自主探究として提示した課題設定シート 

 

2） 第 2 回 WG 

11 月 26 日の第 2 回 WG では、コアメンバーに加え関心のある生徒を 2 年生から募り、計 25 名の

生徒が参加してワークショップを実施した。参加生徒は 6 班に分かれ、コアメンバーが各班のファシリ

テーションを行った。ワークショップでは、これまでに議論した沖縄の交通の課題を踏まえ、ありたい姿や

その実現のためにできることを議論し、各班から発表を実施した。 

ワークショップ後には、コアメンバーと先生との相談のもと、実証メニューや実証期間について決定し

た（3.1.5 参照）。 

 

表 3-8 第 2 回 WG のプログラム 
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図 3-6 11 月 26 日のワークショップで寄せられた付箋（一部）とワークショップ中の写真 

3） 第 3 回 WG 

実証期間の終了後、1 月 7 日に第 3 回 WG を実施し、再びワークショップ形式で実証や校内普及の

取組の振り返りを実施した（ワークショップで得られた主な意見は 3.1.7（1）1）を参照）。 

 

 

図 3-7 1 月 7 日に実施したワークショップの資料 
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（2） 那覇西高校 

那覇西高校では他校と異なり、コアメンバーを設けずに 1 年生各クラス（国際人文科を除く）の総合的

な探究の時間を用いて WG を実施した。各 WG は、三菱総合研究所が作成した資料等を用いて、三菱

総合研究所及び沖縄総合事務局の立ち合いのもと、クラス担任により進められた。 

WG 前に、沖縄総合事務局から沖縄交通リ・デザインに関する説明を、交通事業者（(株)琉球バス交

通・那覇バス(株)、沖縄バス(株)、 (一社)沖縄県ハイヤー・タクシー協会）から公共交通の現状や課題、

今後に向けての説明を、1 年生全生徒が聴講する機会を設けた。 

 

表 3-9 那覇西高校における進め方 

 

1） 第 1 回 WG 

10 月 15日の第 1 回 WGでは、沖縄の交通の課題や、何も対策を打たない場合の将来シナリオに関

するディスカッションを、ワークショップ形式で実施した。 

 

表 3-10 第 1 回 WG のプログラム 

 

 

ワークショップで寄せられた付箋の一部を図 3-8 に示す。 
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図 3-8 10 月 15 日のワークショップで寄せられた付箋（一部） 

2） 第 2 回 WG 

10 月 22 日の第 2 回 WG では、これまでに議論した沖縄の交通の課題を踏まえ、ありたい姿やその

実現のためにできることを議論し、各班から発表を実施した。 

 

表 3-11 第 1 回 WG のプログラム 

 

 

ワークショップやクラス内での発表を踏まえて自ら取り組んでみたいことについて、WG 後にアンケー

ト（自由回答形式）を実施した。回答結果を分類、整理したグラフを図 3-9 に示す。 
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図 3-9 自ら取り組んでみたいことに関するアンケート回答結果（10 月 22 日の WG 後） 

（3） コザ高校 

コザ高校における WG や実証の中心となるコアメンバーは、高校側にて校内公募され、2 年生 8 名

が、今年度のコアメンバーとして決定された。WG 前に、沖縄総合事務局による沖縄交通リ・デザインに

関する説明を、コアメンバーが聴講する機会を設けた。コザ高校における進め方は、下記の素案をもと

にコアメンバーや先生と協議のうえ、決定した。 

 

表 3-12 コザ高校において提示した進め方の素案 
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1） 第 1 回 WG 

１１月 11 日の第 1 回 WG では、前半に沖縄市から市内の交通の現状や課題、今後の展開についての

説明を実施し、後半に沖縄の交通の課題や、何も対策を打たない場合の将来シナリオに関するディス

カッションを、ワークショップ形式で実施した。また WG の最後に、交通まちづくりの先進事例として、「沖

縄交通リ・デザインの目指す姿・目標の設定及び市民の更なる巻き込み戦略の設計に向けた調査検討

業務」の成果である、プラハ市内における公共交通のあり方に関する説明を、現地からライブ中継する

形で実施した。 

 

表 3-13 第 1 回 WG のプログラム 

 

 

ワークショップで得られた主な意見は下記のとおりである。 

問い１「先週までの説明や日々の通学を通じ、印象に残った沖縄の交通の課題は？」 

⚫ 朝は渋滞が発生しており、学校に遅刻してしまうことがある 

➢ 40 人クラスのうち 10人もが遅刻してしまう日もある 

➢ 親に送迎してもらう日もあるが、コザ十字路を先頭にした 330 号下りの渋滞がひど

く、歩くのと変わらないことがある 

⚫ 雨の日は特に渋滞がひどく、移動に時間がかかってしまう 

➢ 休日にライカムに遊びに行く際も、雨の日は渋滞に巻き込まれる 

⚫ バスが時間通りに来ず、使いづらい 

➢ 乗車時間 15分程に対し、10～15 分程待つこともある 

➢ バス待っている際、夏は暑く、冬は寒いため、身体的なストレスもある 

 特に夏は汗をかくため、不快感につながる 

➢ 所定の時間までに行かなければならない登校時はバスが使いづらく、行きは送迎し

てもらい、帰りのみバスを使っている 

 帰りであれば時間を気にする必要がなく、バスも使える 

➢ 雨の日はバスの遅延も多い 

⚫ 車がなければ自由に行動できない 

➢ 運転免許が取れるようになったらすぐに取りたい 
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⚫ 沖縄では発売日から 1週間程度経たないと本が買えない 

➢ 東京などからスムーズに沖縄のお店まで商品が届くとよい 

⚫ バスがよく遅延する 

➢ 時間通りに来ることが少ない。 

➢ バスの到着遅れで 1時間以上待ったこともある 

➢ 到着が遅れ、トイレを我慢しなければならないことがあった。 

➢ たまにバスが早くきたりするので、時間通りにきてほしい 

⚫ 渋滞が多い 

➢ 雨の日は特に渋滞がひどい 

➢ 登校時間と通勤時間が重なって渋滞になる。 

➢ 渋滞でバスが遅れると、バスのドライバーさんの運転があらくなる。 

⚫ バスの利用する人が少ない。 

➢ 車で移動する人が多いから渋滞が悪化している。 

⚫ バスアプリの情報が正確じゃない 

➢ 遅延が多いのでアプリで確認しているけど、急に到着時間が早くなることがあり、急

いでバス停に行かないといけない。 

⚫ 車の移動は事故のリスクがある。 

➢ 特に雨の日はすべりやすくなるので、事故が起こりやすく危ない 

⚫ 沖縄の人が時間にルーズ 

➢ 「うちなータイム」が普通で、遅れることを気にしない雰囲気があるから、バスの

遅れもあまり問題視されていない。 

 

問い２「問い①で議論した課題をこのままにしておくと、誰がどんな風に困る？」 

⚫ 自分たちが将来通勤する際、渋滞により会社などに遅刻してしまう 

➢ 自分の印象が悪くなってしまう 

⚫ 通販の利用が増え、宅配が時間通りに届かなくなってしまう 

➢ Amazon 等で買ったものが届くはずの時間に届かず、待ち時間が長くなってしまう 

➢ 今後Uber の利用者も時間通りに届かず困ってしまう 

⚫ 渋滞に巻き込まれた人達の仕事が滞ってしまう 

➢ 宅配ドライバーが、同じ仕事をするのにかかる時間が増えてしまう 

➢ 仕事の時間が増え、宅配ドライバーの健康にも悪影響が出てしまう 

⚫ 渋滞により道路を使う人の安全が脅かされてしまう 

➢ 渋滞に巻き込まれることで焦ってしまい、事故を起こす可能性がある 

⚫ バスが時間通りに来ないことが続き、利用者の待ち時間が長いままになってしまう 

⚫ 高齢者等が移動に困る 

➢ バスの様々な問題が解決されないと移動手段に制限のある高齢者等がこまってしま

う。 

⚫ 荷物などを運ぶトラック会社が渋滞で時間通りに荷物を運べない 

➢ 魚などの鮮度が大切な商品が傷んでしまう。 
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➢ お願いされた時間に荷物が運べなくなり、お客さんにも迷惑がかかる。 

➢ トラック会社の信用もなくなる。 

⚫ タクシー会社が予約時間を守れなくなる 

➢ タクシーを事前に予約していても、渋滞で時間通りにタクシーが来なかったり、到

着時間が予定より遅れてしまう。お客さんも困る。 

⚫ 渋滞していることで緊急で車で移動するときに目的地に間に合わない 

➢ 急病人やペットを病院に連れて行くときに、渋滞で到着まで時間がかかってしま

う。 

⚫ 運送事業者以外の会社員やビジネス関係でも、渋滞で約束の時間に到着できなくなり、会

社の信用を無くしてしまう。 

➢ 会社員がお客さんと打合せとかで約束をした場合に、渋滞で約束の時間に間に合わ

ないと会社の信用をなくしてしまい、経営者にも影響がある。 

⚫ バスのアプリが正確な情報がないと、乗客が不安になる 

➢ 到着前の時間があやふやだと目的地まで着けるか不安になる。 

➢ それによりバス利用者も減って、車を使ってしまう。 

⚫ バスの利用者が少なくなったら、バス路線の規模が縮小されてしまう 

➢ バス会社が儲からなくなったら、減便や路線廃止などとなり、前から利用していた

人にも影響がでる。 

➢ バスがなくなったりすると、将来の自分のこどもの送り迎えをやらないといけなく

なってしまう。 

⚫ みんなが車を利用すると、車が多くなって事故多発のリスクがあがる。 
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図 3-10 11 月 11 日のワークショップで寄せられた付箋（一部） 
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2） 第 2 回 WG 

11 月 21 日の第 2 回 WG では、これまでに議論した沖縄の交通の課題を踏まえ、ありたい姿やその

実現のためにできることを議論し、各班から発表を実施した。 

 

表 3-14 第 2 回 WG のプログラム 

 

 

得られた主な意見は下記のとおりである。 

問い２「課題を踏まえ、沖縄県としてどのような姿でありたい？」 

⚫ 自然が豊かで、人もあたたかく、すばらしい沖縄県でありたい 

➢ 地球温暖化によるサンゴの死滅など、現在の沖縄は環境が悪化していると思う 

➢ 自然や海が汚されていない、きれいな沖縄を残したい 

⚫ 交通がスムーズで、移動しやすいまちでありたい 

➢ 交通が混在せず、定時性の高い鉄道などの交通手段が、沖縄の南北移動の中枢にでき

るとよい 

➢ 北部の自然豊かな地域が観光資源になるため、観光客が北部地域にも容易に訪れる

ようになり、地域が活性化してほしい 

⚫ 国際色豊かなまちでありたい 

➢ 現在も沖縄は外国人が多く、祭りなども開催されているため、それをより盛り上げ

ていきたい 

➢ 祭りを観光資源にし、地域が活性化してほしい 

⚫ 事故や事件がない安心・安全なまちでありたい 

➢ よくパトカーなどのサイレンが聞こえるため、不安にならずに過ごせるまちであって

ほしい 

 

問い３「コザ高校としてどのような姿でありたい？」 

⚫ CO2 排出量を抑え、かつ、事故のリスクを抑えるため、生徒が自家用車以外の交通手段

で通学する高校でありたい 

➢ 公共交通機関を使う他、自転車や徒歩で登校するようにしたい 
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➢ 他の交通手段の利用が難しく送迎してもらう場合は、少なくとも学校から離れた場

所で乗り降りするようにしたい 

⚫ 沖縄の環境をよりよくするため、率先してゴミ拾いをする高校でありたい 

➢ 現在も部活の朝練の時間に校門周辺のゴミ拾いを実施しているため、この活動をさ

らに広げていきたい 

⚫ 様々な情報が効率的かつ確実に共有できる高校でありたい 

➢ 口頭だけでなく Teams で伝えるなど、複数の手段でコミュニケーションがとれると

よい 

➢ 将来は、AI により自動的に情報が取捨選択されるツールが使えるとよい 

 

問い４「問い③の実現のために、自分や周りの友達ができそうなことは？」 

⚫ 登下校時や休みの日に、自家用車ではなくバス、自転車、徒歩などで移動する 

➢ 徒歩は、1 時間程度なら歩けるのではないか 

⚫ 登校中など、学校の周りのごみを積極的に拾う 

⚫ 送迎してもらう場合は決められたルールを守る 

➢ ダイソー沖縄宮里店の駐車場や、コザ高校正面のセブンイレブンの駐車場が送迎に

よく使われているが、送迎に適した場所は思い浮かばない 

 

 

 

 

ワークショップは、図 3-11 のように各自が付箋に意見を書き、用紙に張り付けながら議論する形態で

進めた。 

 

図 3-11 11 月 21 日のワークショップで寄せられた付箋（一部） 

3） 第 3 回 WG 
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11 月 25 日の第 3 回 WG では、コアメンバーと先生との相談のもと、実証メニューや実証期間につ

いて決定した（3.1.5 参照）。さらに、校内普及方法についてコアメンバーが 2 班に分かれ、ワークショッ

プ形式で議論を行った。 

表 3-15 第 3 回 WG のプログラム 

 

 

ワークショップで得られた主な意見は下記のとおりである。 

１．学校として取り組むメニューの決定 

⚫ 自家用車ではなくバス、自転車、徒歩などで移動するメニューについては、歩数を競うこ

とと組み合わせると皆が取り組んでくれると思う 

➢ 競う単位はクラス単位がよい 

⚫ 早めの時間に登校するメニューについては、チャレンジデーの延長として、チャレンジ

デー以外の日も早い時間に登校するメニューにするとよい 

➢ チャレンジデーは授業時間（登校時間）を早める取り組みで、週 1回のペースですで

に実施している 

⚫ ゴミ拾いについても、歩数と同様にポイント制にするとよい 

⚫ 交通問題の現状を知ってもらうことについては、コアメンバーから取り組みを呼びかける

際にあわせて学年全体に知らせる 

 

２．他の生徒を巻き込む方法を考える 

A. 日々の取り組みへの協力を促す工夫 

⚫ 歩数などを競い、上位クラス（1～3 位など）に何らかの賞品をあげられる皆がやる気に

なると思う 

➢ 賞品がなければあまり取り組む気にはならないと思う 

➢ 賞品は過去の PTA の取組を見るとお茶やおにぎりが考えられるが、実際に何が欲し

いかはアンケートを取ってみたい 

B. 発信の方法 

⚫ Teams に投稿し、他の生徒に取り組みメニューの実施を呼びかける 

➢ Teams は先生と生徒しか見られないが、送迎のドライバーの張本人である保護者も

巻き込むために、Classi を用いるのがよいと思う 

➢ Classi には文字だけでなくポスターや写真のデータを添付できるよい 
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➢ Classi の既存投稿の既読数を確認したところあまり見ていない人が多いことが分かっ

たので、並行して Teams でも発信したほうがいいと思う 

⚫ 紙面ポスターを作り、校内に貼ることで周知できると思う 

➢ トイレの個室や壁に貼付できれば、必ずみんなの目に入ると思う 

➢ 掲示物には生徒会のハンコが必要なため、生徒会や教頭先生に相談が必要 

➢ ポスターのコンテンツとして、行動を変えることのメリットを記載する 

 保護者に対して、ガソリン代など費用の節約、運転に費やす時間の削減、環境

保護への貢献などを訴求することが効果的だと思う 

⚫ 学年集会で呼びかける 

⚫ まずは生徒に向けて発信することとし、使い慣れているオンラインのツールを用いて周知

する 

⚫ Teams に投稿し、朝礼で先生から呼びかけてもらうと確実に周知ができると思う 

➢ その際、文字だけではなく写真を使うなど、ビジュアルの工夫は必要 

⚫ コザ高校公式 Instagram や、クラス LINE を使って周知することも考えられる 

➢ LINE グループについては、学年全体のものはなく、クラス単位のみ 

➢ コアメンバーがいないクラスもあるため、LINE グループは使いづらいか 

Ｃ．準備の進め方 

⚫ グループ 1 がインセンティブに関するアンケートの設計・実施を担当し、グループ 2 では

ポスターの作成と Teams や Classi への投稿を担当する 

⚫ ポスターの作成は、PowerPoint を Teams 上で共同編集する形で進める 

➢ 作成したポスターに対して、大人からアドバイスが欲しい 

⚫ グループ 2 のメンバーは明日対面で集まる 

➢ 対面で集まるのが難しいときは LINE 電話を繋ぎながら一緒に作成する 

 

 

図 3-12 11 月 25 日のワークショップで寄せられた付箋（一部） 
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（4） 普天間高校 

普天間高校では、生徒会執行部の 5 名（1 年生 3 名、2 年生 2 名）がコアメンバーとして参加し、12

月 2 日に第 1 回 WG を実施した。しかし、3.1.2 において先述したとおり、後続の WG や実証の実施の

ための十分な時間が取れないことを理由として、今年度は辞退とし来年度の参画に向けて前向きな相

談を行う方針となった。 

 

表 3-16 普天間高校において提示した進め方の素案 

 

1） 第 1 回 WG 

１２月 2 日の第 1 回 WG では、沖縄総合事務局による沖縄交通リ・デザインに関する説明を、コアメン

バーが聴講する時間を設けた。その後、沖縄の交通の課題や、何も対策を打たない場合の将来シナリオ

に関するディスカッションを、ワークショップ形式で実施した。 

 

表 3-17 第 1 回 WG のプログラム 
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ワークショップは、図 3-13 のように各自が付箋に意見を書き、用紙に張り付けながら議論する形態

で進めた。 

 

図 3-13 12 月 2 日のワークショップで寄せられた付箋（一部） 
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3.1.4 インセンティブの設計 

各校において、生徒の積極的な実証参加を引き出すためには、インセンティブの設計が重要となる。

各校の WG 内で実施したワークショップでは、自分の身の回りの課題や将来シナリオを想像し、ありた

い姿からバックキャスティングして自らの行動まで落とし込むプロセスを設計していた。社会課題を他人

事にせず「自分事」として認識することで、主体的な実証参加を引き出す有効な手立てである。 

コアメンバーが設定された首里高校とコザ高校においては、コアメンバーによるワークショップのファ

シリテーションや実証の校内普及活動（校内放送、ポスター掲示、Teams 投稿など。詳細は 3.1.6 参照）

が、積極的に実施されるよう促進した。これも「自分事」化のプロセスであり、シンポジウムでの発表や今

後の更なる発信活動（地域における周知、後輩への引継ぎ等）を促すインセンティブとして有効である。 

このほか今年度の実証では、SO-SMART プロジェクト（奈良先端科学技術大学院大学）との連携に

より、LINE ミニアプリ上での AI チャットボットとの対話形式で取り組んだメニューや気付いたこと（良

かったこと、悪かったこと）をコメントできるプラットフォームを導入した。ここでは、取組状況や意見の把

握に加え、会話形式により楽しみながら実証メニューに取り組み、気づいたことを投稿できることを目的

としていた。加えて、LINE ミニアプリ上で閲覧可能なコメントマップでは他の校内生徒の投稿を相互に

閲覧できるようにすることで、さらなる取組実施や投稿を試みた。また、クラスごとのメニュー取組回数を、

LINE ミニアプリへの投稿に基づいて集計し、リアルタイムで閲覧できる機能を用意しつつ、上位数クラ

スにはお菓子の景品を設定し、クラスごとの対抗意識を活用したインセンティブを設計した。 

 

 

図 3-14 LINE ミニアプリ（首里高校版）における投稿画面及びコメントマップ 

出所）SO-SMART プロジェクト（国立研究開発法人科学技術振興機構 (JST) 戦略的国際共同研究プログラム (SICORP) 

CONCERT-Japan 「カーボンニュートラルな都市の実現に向けたソリューション」の「スマート交通のための主体的ソーシャル基

盤 (SO-SMART) 」(課題番号：JPMJSC23C6) による支援）において開発された「沖縄ライフログ 首里高校」の画面のスク

リーンショット 
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3.1.5 取組内容 

WG を踏まえ、各校における実証参加学年、実証期間及び実証メニューは、表 3-18 のとおり決定し

た。なお那覇西高校では、実証期間中の 12 月 3 日以降、LINE ミニアプリを導入しており、本格的な取

組実施はそれ以後の期間となった。 

 

表 3-18 各校の実証の取組内容 

 首里高校 那覇西高校 コザ高校 

実証参加学年 １年生＋２年生 １年生 １年生 

実証期間 12 月 3 日～12 月 25 日 11月 17日～12月25日 1 月 6 日～1 月 29 日 

実証メニュー ・モノレール利用 

・バス利用 

・自転車利用 

・徒歩のみ 

・早朝通学 

・モノレール利用 

・バス利用 

・徒歩・自転車の活用 

・早朝通学 

・送迎場所の変更 

・迎えの待機駐車の防止 

・バス利用 

・自転車利用 

・徒歩のみ 

・早朝通学 

 

3.1.6 普及啓発コンテンツ 

1） 首里高校 

首里高校では、実証開始前日の 12 月 2 日に、1 年生と 2 年生の全生徒に対し実証開始を宣言する

キックオフイベントを開催した。コアメンバーによる取組メニューや先述のクラス対抗のインセンティブ枠

組みの発表の他、奈良先端科学技術大より LINE ミニアプリの使い方を紹介するプログラムを設けた。

また、交通まちづくりの先進事例として、「沖縄交通リ・デザインの目指す姿・目標の設定及び市民の更な

る巻き込み戦略の設計に向けた調査検討業務」の成果である、ウィーン市内における公共交通のあり方

の映像記録を投影することで、生徒の好奇心を刺激し、取組の普及を図った。 

 

表 3-19 首里高校におけるキックオフイベントのプログラム 

プログラム 発表者 

①高校生から始める沖縄交通リ・デザイン 沖縄総合事務局 

②今年度の取組メニューの発表 首里高校コアメンバー 

③日々の取組を記録するための LINE ミニアプリの紹介 奈良先端科学技術大学院大学 

④海外の公共交通先進事例の紹介 三菱総合研究所 

⑤交通や進路に関する Q&A 沖縄総合事務局、奈良先端科学技術大

学院大学、三菱総合研究所 
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図 3-15 首里高校コアメンバーによる発表資料（一部）と発表の様子 

 

このほか首里高校では、三菱総合研究所による支援のもとコアメンバーが主体的に、ポスター作成や

校内 Teams 投稿、掲示板における取組紹介、校内放送、クラス巡回等の校内普及活動を実施した。 

 

図 3-16 首里高校コアメンバーによる校内普及活動の様子（シンポジウム発表資料より抜粋） 

2） 那覇西高校 

11 月 12 日に「実証メニュー宣言会」として、アンケートを踏まえた実証メニューの発表、及び各自の

具体的なライフスタイル計画を設計・発表する WG を開催した。各自が実証メニューと実施想定場面を

選択したうえで、マップアプリを用いて時刻や利用する交通機関等を検索し、具体的な行動計画として

記載した。各生徒のライフスタイル計画シートは、各クラス内にて実証期間中掲示し、取組の普及を図っ

た。 
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図 3-17 那覇西高校で用いたライフスタイル計画シート 

 

 

図 3-18 那覇西高校で用いたライフスタイル計画シート（記載例） 

 

また、12 月 3 日に各クラスを巡回し、LINE ミニアプリの使い方を紹介するとともに、実際に投稿しな

がら活用を促すチュートリアルイベントを実施した。 
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3） コザ高校 

コザ高校では、三菱総合研究所と沖縄総合事務局による支援のもと、コアメンバーがポスター作成や

校内Teams 投稿等の校内普及活動を実施した。また、実証開始日の 1 月 6 日には、コアメンバーが始

業式で校内に向け、実証を開始することを宣言した。 

 

 

図 3-19 コザ高校における校内普及活動の様子 

3.1.7 実証結果 

（1） 各校の結果 

1） 首里高校 

実証期間中における取組結果を、LINE ミニアプリへの投稿数ベースで取りまとめた。まず、クラスご

との取組状況は下記のとおりである。クラスによって取組回数（投稿数ベース）に差が見られ、取組が活

発なクラスではクラスメイト同士で互いに取組意欲が刺激されたことが示唆される。 

 

 

図 3-20 クラスごとの取組状況（投稿数ベース） 
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次に、実践したメニューの割合は下記のとおりである。保有状況の制約がある自転車利用を除くと、

概ね各メニューがバランスよく取り組まれていた。 

 

 

図 3-21 実践したメニューの割合 

 

次に、日別の取組状況は下記のとおりである。平日は実証期間を通じて継続的に取り組まれており

（12 月 14 日の途中から 12 月 17 日まで、LINE ミニアプリの不具合により投稿不能）、休日にも一定

の投稿が見られた。 

 

図 3-22 日別の取組状況 
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また、三菱総合研究所による支援のもとコアメンバーが作成、校内展開した振り返りアンケートの回答

結果は、下記のとおりである（６２件回答）。 

 

 

図 3-23 実証メニューに取り組んでみて良いと感じたこと 

 

 

図 3-24 有効な校内普及方法 
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図 3-25 効果的なインセンティブ 

 

 

図 3-26 実証期間終了後の取組意向 

 

また実証期間の終了後の 1 月 7 日に第 3 回 WG では、コアメンバーがワークショップ形式で、実証

や校内普及等に関する振り返りを行った。ワークショップで得られた主な意見は下記のとおりである。 
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問い１「実証に参加して、よかったことは何ですか？」 

⚫ 送迎場所の変更 

➢ 徒歩 15 分ほど離れたコンビニでの迎えに切り替えたところ、周辺道路が混雑してお

らず、運転してくれる保護者が喜んでいた 

➢ 横断歩道のある場所で道路を渡れるようになり、道路を安全に歩けるようになった 

➢ 意外にも偶然友達に会うことが多く、一人でいるよりも楽しく通学することができ

た 

 「実はこっちの方に住んでいた」など友達の新しいことを知ることができた

り、普段話さないことを話すきっかけになった 

⚫ 早朝通学 

➢ 早起きの習慣がついた 

➢ 保護者の出勤のついでに送迎してもらっているが、7 時前に出発すると普段より道路

が空いており、スムーズな通勤ができるため、保護者から「ありがたい」と言われ

た 

➢ 保護者の都合でバス通学となった日も、普段より一本早いバスに乗ると道路が空い

ていてスムーズに走り、また車内が空いていたため、座って英語の勉強ができた 

⚫ バス通学 

➢ 実証期間中は毎日バス通学していたため、バス運転手と仲良くなれた 

⚫ 徒歩通学 

➢ 普段はバスか送迎で通学していたが、歩いて通学してみたところ、意外と 40 分程で

着くことができ、バスを利用していた時より却って時間に余裕ができた 

 バスは遅れるために時間に余裕を持たなければいけないが、徒歩だとその必要

がない 

 歩くと疲れるため毎日は難しいが、週に 1回程度なら続けられる 

⚫ コアメンバーとして 

➢ いろんな人から声をかけられることが増え、うれしいし、楽しかった 

 友達から褒められたり、かっこいいと言われた 

 先生から「がんばったね」と言ってもらえたり、「どんなことをしているの？」

と聞いてもらえた 

➢ 大人たちに直接様々なことを聞けたのがよかった 

⚫ 英語を生かす職業について聞けたり、海外の交通のことを直接聞けたのが、新しい発見に

つながった 
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問い２「みんなを巻き込むために工夫したことや、今後に向けてのアイデアはありますか？」 

⚫ 校内普及 

➢ 景品がもらえることを添えると、友達に協力を仰ぎやすい 

➢ LINE アプリは直接友達追加リンクを送ったり、手元で一緒に操作したりして、普及

のための工夫をした 

➢ キックオフのタイミングで、チュートリアル的に全校で実施できたらよかった 

➢ 1 年生など、知り合いがいないクラスの級長に周知を依頼するのが難しかった 

➢ 学年集会のように、きちんと時間を取って話をすることで、取組の意味などが伝わっ

たと思う 

➢ 沖縄の現状や海外の例を見せるときに、Teamsでの周知や放送だけでは十分に覚えて

もらえない。場を作り時間を取って話すことで印象に残る 

➢ 校内放送で、その時点の順位や取り組めていないクラスを知らせることで、やる気

につながったと思う 

⚫ インセンティブ 

➢ 団ポイントに組み込めれば、より取り組んでもらえたと思う 

 団ポイントはクラスや学年の壁を超えるため、自分が貢献できたという意識を

強く持てる 

➢ お菓子や景品はみんな気になっていたため、インセンティブになると思う 

⚫ 地域の巻き込み 

➢ 南風原・西原・那覇など地域単位でまとまり、地域対抗の競争ができると、他地域

への対抗意識や居住地域への貢献意欲が刺激されるため、より多くの人を巻き込む

ことができるのではないか 

➢ 首里高校の生徒は負けず嫌いなので、高校対抗のチーム戦があるとやる気になると

思う 

 

問い３「取組を続けるにあたっての課題はありますか？」 

⚫ 取組メニューごとの課題 

➢ 早朝通学で授業中に眠たくなってしまうことが増えた 

➢ せっかく早起きして準備を急いでバス停に向かったのにバスが遅れて到着すること

が多く、「もっとゆっくり準備できたのに」といらいらすることが多い 

➢ 保護者送迎だと車内で身だしなみを整えることができるが、バスだとつり革につか

まって立つのがやっとの状態であった 

➢ 送迎場所を変えるときに、車を止めるところがないのが難しかった 

➢ 与那原から高校まで 1 本で行けるバスがなく、1 本で行くためには西原まで 30 分歩

かなくてはならないので、バス通学が難しかった 

 バスを乗り継ぐと、遅刻してしまうのが心配なので、バスの乗り継ぎはしたく

ない 

➢ 自転車通学は、自転車を持っていないためにできなかった 

⚫ 学校の制度について 
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➢ 遅延証明書により遅刻が免除される制度があると、心理的にバスを使いやすくなる

ため、続けてほしい 

➢ 時間を守るという意識は大切なので、雨の日でバスが遅れやすい日だけでも、遅刻

を免除してほしい 

⚫ 行政や交通事業者に届けたい意見 

➢ 定期券を忘れてしまい現金でバスに乗る際、市外線はバスの運賃が分かりづらいの

でお金が足りるか不安になってしまう 

 現金をあまり持たないので、お金が足りるかが分からない 

 定期券を学校のカバンにつけている人も多く、遊びに行く時は定期券を忘れて

しまうことがある 

➢ 特に首里駅前のバス停など、待っている路線とは異なるバスが停留所を通るときに、

乗り降りする人がいないにも関わらず停車してしまうことで遅延を生み、運転手に

も乗客にも迷惑をかけてしまう。東京を訪問したときに、路線ごとに異なるバス停

が用意されているのを目にしたが、沖縄では困難なのか 

➢ OKICA が使いづらく、PayPay や Suica（多くの高校生が使っているとともに、コン

ビニなどで使える決済手段）が使えるとよい 

 OKICAは何円入っているか事前に分からないので、乗って確かめるしかない 

 混雑時に車内でチャージするのが申し訳なくなってしまう 

➢ チャージが 1000 円（高校生にとっては大金）からしかできないため、細かくチャー

ジできるとよい 

 

問い４「今回の成果や課題を誰に伝えたいですか？」 

⚫ 伝えたい先について 

➢ これから首里高校に入学する人に対して、沖縄交通リ・デザインの取組を伝えたい 

 初めから送迎してもらうとそれに慣れてしまうため、入学してすぐに公共交通

を使ってみることが大事だと思う 

➢ 沖縄交通リ・デザインの取組をやっていない他の高校にも伝えて、取組を広げていき

たい 

 渋滞がひどい都市部にある首里高校だからこそ、他の高校に訴えられると思う 

➢ バス事業者に対して、バスの決済手段の使いづらさを利用者からの声として伝えたい 

⚫ 広報の方法について 

➢ バス会社や政策担当者など、一部の交通関係者に対して、しっかりと時間を取って意

見を伝えたい。シンポジウムが有効だと考える 

➢ シンポジウムに来ない人も含め、多くの沖縄県民に自分たちの取組を伝え、行動を変

えてほしい。「首里高校の生徒」というキーワードを含めてシンポジウムが報道され

れば、特に首里高校OBOGや地域住民に広く知ってもらえると思う 
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2） 那覇西高校 

実証期間中における取組結果を、LINE ミニアプリへの投稿数ベースで取りまとめた。まず、クラスご

との取組状況は下記のとおりである。 

 

 

図 3-27 クラスごとの取組状況（投稿数ベース） 

 

次に、実践したメニューの割合は下記のとおりである。 

 

 

図 3-28 実践したメニューの割合 

 

次に、日別の取組状況は下記のとおりである（12 月 14 日の途中から 12 月 17 日まで、LINE ミニア

プリの不具合により投稿不能）。大半が、12 月 3 日の LINE ミニアプリのチュートリアルイベントの際の

投稿であったが、12 月 8 週には 5～10 件程度の投稿が確認できる。 
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図 3-29 日別の取組状況 

 

また、三菱総合研究所が作成した振り返りアンケートの回答結果は、下記のとおりである（国際人文

科を除く 1 年生 280 名中、253 名回答）。 

 

 

図 3-30 実証メニューのうち、【モノレール利用】、【バス利用】、 

【徒歩・自転車の活用】、【送迎場所の変更】、【迎えの待機駐車の防止】の取組状況 

※本アンケートの回答率は 100%でないため、この設問の回答結果は実際の取組人数と異なることに留意が必要である。 
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図 3-31 実証メニューのうち、【早朝通学】の取組状況 

※本アンケートの回答率は 100%でないため、この設問の回答結果は実際の取組人数と異なることに留意が必要である。 

 

 

図 3-32 【モノレール利用】、【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】、【送迎場所の変更】、【迎えの待機駐車の防止】

に取り組んでみて良いと感じたこと 

 

 

図 3-33 【早朝通学】に取り組んでみて良いと感じたこと 
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図 3-34 実証期間終了後の【モノレール利用】、【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】、【送迎場所の変更】、【迎えの

待機駐車の防止】への取組意向 

 

 

図 3-35 実証期間終了後の【早朝通学】への取組意向（アンケート回答者のみ） 

 

 

図 3-36 効果的なインセンティブ（アンケート回答者のみ） 
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図 3-37 実証やワークショップを通じた感想（自由回答 186 件を分類集計） 

3） コザ高校 

実証期間中における取組結果を、LINE ミニアプリへの投稿数ベースで取りまとめた。まず、クラスご

との取組状況は下記のとおりである。 

 

 

図 3-38 クラスごとの取組状況（投稿数ベース） 

 

次に、実践したメニューの割合は下記のとおりである。 
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図 3-39 実践したメニューの割合 

 

次に、日別の取組状況は下記のとおりである。実証期間の終盤までは投稿数が伸びていなかったが、

終盤にコアメンバーによる校内普及活動やお菓子の景品によるインセンティブの効果もあり、取組及び

投稿数が伸びている。 

 

図 3-40 日別の取組状況 

 

また、三菱総合研究所の支援のもとコアメンバーが作成、校内展開した振り返りアンケートの回答結

果は、下記のとおりである（116 件回答）。 
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図 3-41 実証メニューのうち、【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】の取組状況（アンケート回答者のみ） 

 

 

図 3-42 実証メニューのうち、【早朝通学】の取組状況（アンケート回答者のみ） 

 

 

図 3-43 【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】に取り組んでみて良いと感じたこと（アンケート回答者のみ） 
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図 3-44 【早朝通学】に取り組んでみて良いと感じたこと（アンケート回答者のみ） 

 

 

図 3-45 実証期間終了後の【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】への取組意向（アンケート回答者のみ） 

 

 

図 3-46 実証期間終了後の【早朝通学】への取組意向（アンケート回答者のみ） 
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図 3-47 効果的なインセンティブ（アンケート回答者のみ） 

（2） 結果のまとめ 

各校における実証の結果をとりまとめる。まず、実証メニューへの取組状況は、LINE ミニアプリでの

投稿状況から見ると、首里高校では期間中継続的に投稿が見られたが、那覇西高校ではチュートリアル

イベントを除くとほとんど投稿が見られなかった。コザ高校では、実証期間終了間際に投稿数が急増し

た。首里高校では、コアメンバーが昨年度の経験も踏まえ、多様な方法で継続的に校内普及活動を実

施していた。コザ高校では、終盤にコアメンバーが校内普及活動を活発化できたことで、投稿数や取組

も活性化されたと考えられる。一方、那覇西高校ではコアメンバーが不在であり、継続的に取組を普及

する主体に欠けたことが要因として考えられる。ただし、LINE ミニアプリでの投稿は限定的であったも

のの、振り返りアンケートでは、【モノレール利用】、【バス利用】、【徒歩・自転車の活用】、【送迎場所の変

更】、【迎えの待機駐車の防止】に 193 人（アンケート回答者のうち 76%）が、【早朝通学】に 150 人（ア

ンケート回答者のうち 59%）が取り組んだと回答しており、LINE ミニアプリでの投稿ベースでは捕捉

できない取組実施があったことには注意が必要である。 

また効果的なインセンティブについて、那覇西高校とコザ高校では、お菓子や飲み物などの景品と回

答した割合が過半数となっている。一方、質問の選択肢が異なることに注意は必要であるが、首里高校

におけるアンケートでは、LINE ミニアプリにおけるコメントのシェアや、クラス間・高校間対抗の仕組み

が、お菓子や飲み物などの景品と同等以上の割合で、有効なインセンティブとして選択されている。さら

に首里高校における振り返りアンケートでは、今後のインセンティブのアイデアとして下記のような意見

が寄せられたことに言及しておく。 

⚫ 自家用車による送迎通学では見ることのできない風景等を写真に収めて投稿する写真展（仮

称：「～生活を変えると見える新世界～ 写真展示会」）を実施すると、新たな気付きが生まれるの

ではないか。 

⚫ 友達と一緒に協力することで追加のポイントが加算される仕組み（仮称：「友達と取り組む沖縄交

通リ・デザイン））を作ると、友達と一緒に初めの一歩が踏み出しやすく、より多くの生徒を巻き込

めるのではないか。 

また有効な校内普及方法について、首里高校におけるアンケートでは、【学年集会での周知】、【ポス

ター掲示】、【校内放送】、【クラス巡回】、【Teams での周知】がバランスよく、有効であったと回答されて

いる。このほか実証後の第 3 回 WG における振り返りのワークショップでは、上述のようなポスター掲

示や学年集会等でのアナウンスにより全体周知を図りつつ、コアメンバー各々による個別の声掛けを並
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行して実施することが有用であった、という声が得られている。 

（3） 実証のメリット 

各校での振り返りワークショップやアンケート、シンポジウムにおけるポスターセッション等を通じ、生

徒や教員から生の声として得られた実証参加のメリットは、大きく 3 つにまとめられる。 

まず 1 つ目に、普段の学校生活では関わらない大人との交流により刺激や学びが受けられることであ

る。那覇西高校では、WG 前に交通事業者による沖縄の交通の現状や課題、今後に向けての説明を聴

講する機会を設けたが、この機会は生徒たちにとって大きな印象を残していたことが、シンポジウムにお

ける個人ポスター発表からうかがえた。またコザ高校では、沖縄市による市内の交通の現状や将来の計

画についての説明を設けたが、生徒たちはそのほとんどを、今回初めて知った内容であったと話してい

た。将来を担う高校生に対して将来の計画をインプットすることで、社会への視野を広げさせることがで

きたことは、学校にとっても交通事業者や行政にとっても、大きなメリットの一つである。首里高校のキッ

クオフイベントでは後半のプログラムとして、沖縄総合事務局、奈良先端科学技術大学院大学、三菱総

合研究所の登壇者が、生徒から事前に寄せられた交通や進路に関する質問に回答する Q&A イベント

を設けた。このイベントは教員からの要望に応える形で昨年度に引き続き実施したものであり、進路を

考えるきっかけになったと、教員、生徒ともに好評であった。 

2 つ目は、コアメンバーは実証や WG を通じて様々なスキルを身に付けられることである。コアメン

バーは様々な校内普及活動実施するが、これ通じて周囲を巻き込み行動に移させるスキルが身に付く

と考えられる。首里高校の第 2 回 WG ではコアメンバーがワークショップの進行役を担当したが、これ

は普段の授業では養いがたい、ファシリテーションスキルを身に付ける良い機会である。また実証後に

は、首里高校とコザ高校のコアメンバーは振り返りアンケートの作成、校内展開、回答促進を実施したが、

一連のプロセスは社会に出てからも役に立つスキルである。 

3 つ目は、コアメンバーは実証や WG 全体を通じ様々なことに挑戦することで、自信が得られること

である。上述した大人との交流や校内普及活動に加えシンポジウムでの発表など、コアメンバーは普段

の学生生活では経験しない様々なことを実践する。一連の取組に精を出し、さらに周囲の友人や家族、

大人たちから褒められたことで、今後の学生生活における自信が付いた、という声が得られている。 

3.2 課題及び解決策 

本節では、今年度の実証で顕在化した課題及びその課題に対する解決策を整理する。 

3.2.1 実証や WG で顕在化した課題 

前節で整理した実証結果を踏まえると、今年度の実証や WG を通じて顕在化した課題は下表の通り

整理できる。 

 

表 3-20 実証や WG で顕在化した課題 

段階 課題 内容 

対象学校 ① 高校間の熱意の差 高校ごとに実証や WG への熱意の面で差が見られた。忙し
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の選定 い高校生が、後続の実証参加や普及活動に十分な時間を捻

出するには、一定の熱意が必要となる。 

② 担当教員の時間的

負担への不安 

実証や校内普及活動、成果発信等の各場面において、コア

メンバーを支援する担当教員の役割が重要であるが、普天

間高校では、その時間的負担に対する担当教員の不安を拭

い切れなかったことが、今年度の取組から辞退される一因と

なった。 

WG の開

催 

③ 総合的な探究の時

間を用いたワーク

ショップの機能不全 

那覇西高校では学年全体で総合的な探究の時間を用いて

WG を実施したが、実証への主体的な参加を引き出す有効

なワークショップが運営できなかった。 

④ 生徒の取組時間の

不足 

コザ高校では総合的な探究の時間を用いず、放課後に WG

を実施したが、部活や家庭の都合から十分な時間を設定で

きないことがあった。総合的な探究の時間を用いる場合で

も、WG に活用できるコマ数が不足する可能性がある。 

インセン

ティブの

設計 

⑤ クラス対抗の枠組

みの機能不全 

クラス対抗の枠組みを認識した高校やクラスでは、競争のイ

ンセンティブが機能し、実証への主体的な参加が促された一

方、そもそも対抗の枠組みを認識していない高校やクラスも

見受けられた。 

実証実施 ④ 生徒の取組時間の

不足 

実証実施段階でも WGの開催段階と同様に、通学時間を早

めたり普段と異なる交通手段を活用したりするための一定

の取組時間が必要となり、実証に取り組めなかった生徒が

見られた。また学校行事等で十分な実証期間を設けられな

い可能性も懸念された。 

普及啓発 ⑥ 学校全体として取り

組むことの困難さ 

学校として団結して実証に取り組むことが、校内での引継ぎ

や地域への普及の観点で重要であるが、那覇西高校では 1

年生のみ、コザ高校では2年生のみの参加となり、首里高校

ではコアメンバーは 2 年生のみ（実証参加は 1 年生と 2 年

生）となった。 

 

課題①と課題④は密接に関係しており、対象学校の選定段階に起因する高校間の熱意の差が、生徒

の取組時間の制約の中で、実証実施段階における取組状況の差として顕在化した、と捉えられる。 

課題②について、実証や校内普及活動、成果発信等の各場面において、コアメンバーを支援する担

当教員の役割が重要であるが、普天間高校では、その時間的負担に対する担当教員の不安が大きかっ

た。教頭とは綿密にコミュニケーションを取り、第 1回WGの開催まではこぎつけることができたものの、

最終的に担当教員の不安を払拭できなかったことが一因となり、今年度の取組への参加は見送られる

こととなった。 
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課題③は WG 段階における課題であるが、前節で整理した実証結果を踏まえると、WG 段階におい

て有効なワークショップを運営することが、実証や校内普及活動への主体的な参加を引き出すうえで極

めて重要であると言える。しかし那覇西高校では、学年全体で総合的な探究の時間等を用いてクラス内

で WG を実施したが、真面目に取り組む生徒は一部であった。ワークショップの機能が有効に働かず、

後続の実証への主体的な参加が引き出せなかった可能性がある。 

課題⑤について、首里高校やコザ高校ではクラス対抗の枠組みが、コアメンバーによる周知活動（現

在の順位の校内放送など）を通じて各クラスで認識され、特に終盤の取組の活性化につながっていた。

一方、那覇西高校では最後まで取組の活性化が起こらず、そもそも対抗の枠組みを認識していた生徒

は一部であった可能性がある。首里高校やコザ高校でもクラスによって取組の差が激しく、インセンティ

ブの設計だけでなく枠組みの周知も重要であることが示唆された。 

課題⑥は、一学年だけの取組では校内での引継ぎができず、継続的な実証参加が困難となることや、

学校全体としての取組であると言い切れないことで、地域への普及の推進力に欠ける、という課題であ

る。那覇西高校ではコアメンバーの設定が無く、コザ高校ではコアメンバーが2年生のみであったことか

ら、実証への参加学年は一学年のみとなった。首里高校では、コアメンバーは 2 年生のみであるなか、2

年生だけでなく 1 年生も実証に参加した。一方コアメンバーからは、つながりのない 1 年生クラスへの普

及活動が困難であった、という声もあった。 

そのほか実証メニューに関する課題としては、公共交通手段を利用した場合の遅刻の取り扱いが各

校の裁量に委ねられていたことも課題であり、今後実証を推進するためにはこうした各校における遅刻

の取り扱いを整理し、実証実施に向けて整理することが求められる。 
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3.2.2 課題の解決策 

前項で整理した課題について、有効な解決策として考えられる取組を下表の通り整理した。 

 

表 3-21 実証や WG で顕在化した課題の解決策 

課題 解決策 

① 高校間の熱意の差 ❶高校側の熱意や捻出できる時間に応じて選択できる、取

組内容の松竹梅プランを用意する 
④ 生徒の取組時間の不足 

② 担当教員の時間的負担への不

安 

❷コアメンバーが主導し、教員は支援する体制を基本とする 

❸担当教員に対し、趣旨や一年間の進め方、メリット等につ

いて、これまでの取組で得られた声をもとに丁寧に説明する 

⑤ クラス対抗の枠組みの機能不

全 

❷コアメンバーが主導し、教員が支援する体制を基本とする 

❹実証開始前に WG を実施し、校内普及活動の方法や段取

りを具体的に議論する 

③ 総合的な探究の時間を用いた

ワークショップの機能不全 

❺ワークショップは慣れた場所や慣れたメンバー間でなく、新

鮮な環境で実施する 

⑥ 学校全体として取り組むことの

困難さ 

❻コアメンバーを学年横断で構成する 

❼学校の部活や地域のクラブとして立ち上げ、学校間や地域

間の競争を促す 

 

解決策❶について、高校側の熱意や捻出できる時間に応じて段階的に取組内容を選択できるように

することで、当初は講義のみの参画であっても、徐々に取組の意義が伝わり、毎年一段ずつステップ

アップしながら取組内容を深めていくようなロードマップを描くことができるようになる。 

解決策❷について、時間の制約等により各教員による努力のみに期待することには限界があるため、

コアメンバーを設定し、教員は支援する立場として体制を組むことを基本とするのがよいと考えられる。

首里高校やコザ高校における実証結果からも示唆されたように、まず少人数のコアメンバーの熱意を刺

激し、生徒間でのコミュニケーションを活用してクラス内、ひいては学年や学校全体へと取組の輪を広げ

ていく手立てが有効であると考える。解決策❸について、担当教員に対して本取組の趣旨や一年間の

進め方、メリット等について、これまでの高校での取組事例とそこで得られた声をもとに、丁寧に説明す

る時間を設けることで、忙しい担当教員の賛同を得て、ワークショップ運営やコアメンバーによる普及活

動を後押しする声掛け、クラス対抗の枠組みの周知において多大な協力を得ることができるようになる

と考える。特に実証に参加することのメリットについては、3.1.7（3）で整理したものを提示することが有

用である。 

解決策❷は、課題⑤「クラス対抗の枠組みの機能不全」に対しても有効に作用すると考える。さらに解

決策❹として、実証開始前に WG を実施し、校内普及活動の方法や段取りを具体的に議論しておくこと
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で、実証期間全体を通じて持続的な実証参加を呼びかけ、学校全体として活発な実証とすることができ

ると考える。 

解決策❺について、那覇西高校では、総合的な探究の時間の枠組みを活用してワークショップを実施

したが、普段の教室において慣れ親しんだクラスメイトともに取り組むワークショップであったがために、

真面目に取り組む生徒が限定的となる、という結果を生んだ可能性がある。その反面、首里高校やコザ

高校では、クラスを横断して構成されたコアメンバーが普段と異なる教室、時間帯に会合していたが、こ

の環境の違いが、ワークショップへの取組姿勢の差を生んだと考えられる。次年度のワークショップでは、

学年全体で総合的な探究の時間の枠組みを活用する場合でも、普段と異なる新鮮な環境でワーク

ショップを実施することが、有効なワークショップ運営、ひいては主体的な実証参加につながると考えら

れる。 

解決策❻について、学校全体としての取組を可能にするためには、まずはコアメンバーを学年横断で

構成することが有用である。首里高校における実証結果から、ポスター掲示や学年集会等での全体周

知に加え、コアメンバー各々による個別の声掛けを並行して実施することが有用であると示唆されたが、

複数学年に対し普及活動を実施するうえでは、コアメンバーも複数学年で構成されることが望ましい。さ

らに将来的には解決策❼として、「都市・交通」に関心のある生徒を募った部活や、地域のクラブの立ち

上げにより、学校間や地域間の競争を促すことが期待される。また、学年全体、あるいは地域のクラブと

して活動することで、周辺に立地する店舗との連携によるインセンティブ設計など、高校生等を起点とし

て地域全体で沖縄交通リ・デザインに取り組んでいく機運の醸成が期待される。 

3.2.3 課題解決策の優先順位・手順 

上記の通り整理した課題解決策については、取組の難易度及び重要性を鑑みると、短期・中期・長期

フェーズとして下表の通り整理することができる。 

 

表 3-22 実証や WG で顕在化した課題の解決策の優先順位 

時期 取組主体 解決策 

A：短期（26 年度）で取り組む

べき解決策 

学校 ❷コアメンバーが主導し、教員が支援す

る体制を基本とする 

A：短期（26 年度）で取り組む

べき解決策 

沖縄総合事務局・沖縄

振興局など 

❸担当教員に対し、趣旨や一年間の進

め方、メリット等について、これまでの取

組で得られた声をもとに丁寧に説明する 

A：短期（26 年度）で取り組む

べき解決策 

学校・沖縄総合事務局・

沖縄振興局など 

❹実証開始前に WG を実施し、校内普

及活動の方法や段取りを具体的に議論

する 

A：短期（26 年度）で取り組む

べき解決策 

学校 ❺ワークショップは慣れた場所や慣れた

メンバー間でなく、新鮮な環境で実施す

る 
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A：短期（26 年度）で取り組む

べき解決策 

学校 ❻コアメンバーを学年横断で構成する 

B：中期（27 年度まで）で取り

組むべき解決策 

沖縄総合事務局・沖縄

振興局など 

❶高校側の熱意や捻出できる時間に応

じて選択できる、取組内容の松竹梅プラ

ンを用意する 

C：長期（27 年度以降）で取り

組むべき解決策 

学校、自治体 ❼学校の部活や地域のクラブとして立ち

上げ、学校間や地域間の競争を促す 

 

解決策❷、❸、❹、❺、❻については、実証や WG の開始時期を見越して早い段階から、学校と協議

をすることで、比較的容易に実施することが可能であると考える。 

解決策❶については、2026 年度において松竹梅プランのたたき台を用意し、各プランを実証しなが

ら精緻化させていくことで、実施可能であると考える。取組内容を松竹梅プランとして設計した例を表 

3-23 に示す。ただし、この「梅プラン」と「竹プラン」の間には乖離があり、いかに「梅プラン」から「竹プラ

ン」に引き上げるかが重要となる。例えば、シンポジウムへの聴講参加や前年度に「松プラン」を完遂した

先進事例となる学校のコアメンバーとの意見交換により、良かったことや大変だったことを共有してもら

う機会を設けることで、「竹プラン」以上で想定されるワークショップや実証、成果発信のイメージが具体

化され、一段上のプランへのステップアップを容易にすることができると考えられる。 

 

表 3-23 取組内容の松竹梅プランの設計例 

プラン 

行政や交通

事業者によ

る出前講座 

WG 実証 
校内 

普及活動 
シンポジウム 

学校間の 

意見交換 

行政や交通

事業者との

意見交換 

松 〇 〇 
〇 

（2 週間以上） 
〇 

〇 

（発表） 
〇 〇 

竹 〇 〇 
〇 

（1 週間程度） 
〇 

△ 

（聴講参加） 
〇 × 

梅 〇 × 

△ 

（コアメンバー

のみトライア

ル） 

× 
△ 

（聴講参加） 
〇 × 

 

解決策❼について、学校単位の「部活」とするか、学校を横断する「地域のクラブ」とするか、選択肢が

分かれる。それぞれの導入可能性を検討するために、メリットとデメリットを表 3-24 において整理した。

参加者の主体性の観点では「地域のクラブ」に利があるものの、実証のサポート体制の面では「部活」が

優位である。現状実施している学校の授業時間等を活用した取組の延長で、「部活」方式のメリットとデ



 

146 

 

メリットを検証しつつ取組事例を積み重ねることで、第三者による協力体制の頑健化を図り、将来的に

学校を横断する「地域のクラブ」化を試みることが、手順として適切であると考えられる。 

学校単位の「部活」とする場合には、ボランティア部のような地域活動を行う既存の部活に本取組をア

ドインさせていく方法と、各校において新たな部活（仮称：「交通まちづくり部」）として立ち上がり、徐々に

設置校数を増やしていく方法の、2 通りが考えられる。 

 

表 3-24 取組主体の組成方式ごとのメリットとデメリット 

方式 メリット デメリット 

（学
校
単
位
） 

部
活 

• 学校の探究活動として位置付けやすく、 

学校の支援を受けやすい 

• 校内でまとまりがあり継続性が高い 

（後輩への引継ぎも比較的容易） 

• PTA や教職員との連携がしやすい 

• 活動が学校ごとに閉じやすく、 

他校との交流や発想の広がりが少ない 

• 学校ごとに規模や熱量に差が出やすい 

（学
校
横
断
） 

地
域
の
ク
ラ
ブ 

• 熱意ある生徒が集まり主体性の高い活動に

なりやすい 

• 多様な視点が集まり創造的なアイデアが出

やすい 

• 生徒が自校に持ち帰り、活動の輪が広がり

やすい 

• 学校の正式な活動に位置付けにくく、 

第三者の推進主体が必要 

• 異なる学校から集まるため、 

集まりにくく継続性が課題 

• 活動場所の問題から対面での活動が困難 

• 引率や安全管理の責任体制が不明瞭にな

りやすい 
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さらなる将来像として、現状のシンポジウムに代わる成果発信の場として、部活・クラブ対抗の大会（い

わゆる○○甲子園）を開催することで、学校間や地域間で競い合いながら独創的な取組や主体的な活

動が生まれることが期待される。大会の開催にあたって検証が必要な要素をリストアップすると、表 

3-25 のとおりである。今後の実証でこれらの要素について検証していくことが求められる。 

 

表 3-25 検証が必要な要素 

分類 検証要素 

進め方 協賛募集→要項公開→審査→広報の段取り検討 

体制 主催 

 運営 

 予算 

 取組への協力要請（to 交通事業者、地域住民） 

開催形態 対面/オンラインの検討 

 会場の調達・運営 

コンペ設計 大会コンセプト・審査項目 

 審査員 

 応募資格（エリア、学年、部活に限らない団体） 

 審査の段階設計（書類審査→決勝） 

 成果物のフォーマット（動画、ポスターなど）検討 

参加意欲 広報・成果活用 

 景品・賞金設計 

その他 所属学校への説明支援 

 知財や個人情報の扱い 

 

なお、他分野の先進事例について、これらの要素の状況を調査した結果を表 3-26 に示す。 
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表 3-26 他分野における高校の枠を越えた競争の事例 

 

出所）NPO 法人環境会議所東北, 『第 25 回環境甲子園』概要及び応募要領,  https://www.kk-

tohoku.or.jp/kkoshien/kaisaiyoukou2025.pdf, 2026 年 3 月 5 日閲覧 

 観光甲子園 HP, https://www.kankokoshien.com/, 2026 年 3 月 5 日閲覧 

福本憲太, 『観光甲子園』事業に関する考察, 観光ホスピタリティ教育 第 10 号（2017） pp. 15-23, 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jsthe/10/0/10_15/_pdf/-char/en, 2026 年 3 月 5 日閲覧 

人と防災みらいセンターHP, https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk41/press/20250612-2.html, 2026 年 3 月 5 日閲覧 

兵庫県 HP, https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk41/press/20250612-2.html, 2026 年 3 月 5 日閲覧 
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4. シンポジウムの開催 

4.1 シンポジウムの開催概要 

シンポジウムの概要は下表のとおりである。 

 

表 4-1 シンポジウムの概要 

開催日時 2026 年 2 月 17 日(火) 13:30～16:15 

開催場所 沖縄県市町村自治会館ホール 

規模 収容人数 195 名 

シンポジウム内容 ⚫ セッション 1：沖縄交通リ・デザインのビジョン・ロードマップ 

琉球バス交通、沖縄総合事務局、沖縄県交通政策課/都市計画・モノレー

ル課、GW2050 PROJECTS 推進協議会  

⚫ セッション 2：事例発表 

宜野湾市、首里高校、琉球大学、JTA（日本トランスオーシャン航空） 

⚫ ポスターセッション 

首里高校、沖縄県交通政策課/都市計画・モノレール課、日立製作所、コ

ザ高校、JTA（日本トランスオーシャン航空）、那覇西高校、奈良先端科学

技術大学院大学、沖縄市、琉球大学 

 

4.2 会場借上げ及び事前準備 

沖縄県市町村自治会館ホールを 2026 年 2 月 17 日(火)9 時～21 時の間借り上げた。なお、会場

自体は２５年 11 月に仮予約を行い、1 月下旬にポスターセッションの実施概要が固まった段階で本予約

を行った。 

また、プログラム内容については 1 月中旬までに確定し、登壇者への打診を 1 月中旬～2月上旬にか

けて実施したほか、併せてポスターセッション参加者にはポスター作成の依頼を行った。 

ポスターセッション用ポスターについては株式会社アクセア那覇支店に印刷を発注し、2 月 13 日に

入稿の上、シンポジウム当日に受け取る段取りで調整を進めた。 
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4.3 シンポジウム準備 

4.3.1 プログラム 

シンポジウムのプログラムを下図のとおり作成した。 

 

 

図 4-1 シンポジウムプログラム案  



 

151 

 

4.3.2 タイムテーブル 

シンポジウムのタイムテーブルを下表のとおり作成した。 

 

表 4-2 シンポジウムタイムスケジュール 

時刻 No. プログラム・内容 担当 時間 

13:30 1 主催者あいさつ 沖縄総合事務局運輸部長 本村龍平 5 分 

13:35 2 セッション 1 

沖縄が抱える交通課題について 

株式会社琉球バス交通 業務課 課長 小松 正弘 10 分 

13:45 3 セッション 1 

沖縄交通リ・デザインについて 

沖縄総合事務局運輸部 企画室 室長 亀谷 匡哉 7 分 

13:52 4 セッション 1 

沖縄県 県民等参加型 地域公共交通検

討事業について 

沖縄県企画部交通政策課 平良 秀晴 10 分 

14:02 5 セッション 1 

てだこ浦西駅 交通結節機能強化に関

する取り組みについて 

沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課 嘉陽田 

功平 

10 分 

14:12 6 セッション 1 

GW2050 PROJECTS の取組みにつ

いて 

GW2050 PROJECTS 推進協議会 エグゼクティブプ

ロデューサー 比嘉 秀樹 

10 分 

14:22 7 セッション 1 総括 琉球大学工学部工学科社会基盤デザインコース 神

谷大介 教授 

5 分 

14:27 8 セッション 2 

宜野湾市の取組み 

宜野湾市都市政策課 都市計画担当技幹 兼 都市

計画係長 新崎 雅也 

10 分 

14:37 9 セッション 2 

交通リ・デザイン in 首里高 

沖縄県立首里高校生徒代表 10 分 

14:47 10 セッション 2 

マイカー依存型社会からの脱却 

琉球大学学生代表 10 分 

14:57 11 セッション 2 

2 次交通の利用促進に向けた情報発信

に関する取り組み 

日本トランスオーシャン航空（株）地域業務部 課長補

佐 

及川 智 

10 分 

15:07 
 

休憩・ポスターセッションへ移行 
  

15:15 14 ポスターセッション（A 班発表） 首里高校、沖縄市、JTA、琉球大学① 20 分 

15:35 15 ポスターセッション（B 班発表） コザ高校、県都市モノレール課、県交通政策課 20 分 

15:55 16 ポスターセッション（C 班発表） 那覇西高校、日立製作所、琉球大学②、NAIST 20 分 

16:15 
 

閉場 
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4.3.3 広報チラシ 

下図に示すデザインを作成し、広報チラシを作成した。 

 

 

図 4-2 シンポジウムチラシ表面 
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図 4-3 シンポジウムチラシ裏面 
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4.3.4 広報周知先 

前項で記載したチラシについては、バス協会・タクシー協会事務局、県民運動推進会議、沖縄本島内

自治体（交通担当者）などに向けてプレスリリースとして発信したほか、沖縄総合事務局の公式 SNS（イ

ンスタグラム・X など）においても周知・宣伝を行った。 

 

4.4 運営（司会進行、会場設営） 

下表資料に則り、シンポジウムを運営した。 

 

 

図 4-4 シンポジウム役割分担表 

 

 

図 4-5 シンポジウム当日のスケジュール資料 



 

155 

 

また、レイアウトは下図の通り設定し、自治会館ホールに依頼したところ、会場設営開始時点で椅子・

作手などについては配置いただいたほか、撤収も自治会館ホールにて担当いただいた。 

 

 

図 4-6 シンポジウム当日のレイアウト図 
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4.5 発表議事録 

シンポジウムのセッション 1 及びセッション 2 については、下図の通り発表議事録を作成した。（参考

資料参照） 

 

 

図 4-7 シンポジウム議事録表紙 
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4.6 開催記録 

シンポジウムの開催の様子について、下記の通り写真による記録を行った。 

 

 

図 4-8 シンポジウム会場の様子 

 

 

 

図 4-9 主催者挨拶 
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図 4-10 琉球バス交通による発表① 

 

 

図 4-11 琉球バス交通による発表② 
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図 4-12 沖縄総合事務局による発表① 

 

 

図 4-13 沖縄総合事務局による発表② 
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図 4-14 沖縄県企画部交通政策課による発表① 

 

 

図 4-15 沖縄県企画部交通政策課による発表② 
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図 4-16 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課による発表① 

 

 

図 4-17 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課による発表② 
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図 4-18 GW2050 PROJECTS 推進協議会による発表① 

 

 

図 4-19 GW2050 PROJECTS 推進協議会による発表② 
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図 4-20 神谷教授による総括 

 

 

図 4-21 宜野湾市による事例発表① 
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図 4-22 宜野湾市による事例発表② 

 

図 4-23 首里高校代表生徒による事例発表① 
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図 4-24 首里高校代表生徒による事例発表② 

 

  



 

166 

 

 

図 4-25 琉球大学代表学生による事例発表① 

 

 

図 4-26 琉球大学代表学生による事例発表② 
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図 4-27 JTA による事例発表① 

 

 

図 4-28 JTA による事例発表② 
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図 4-29 ポスターセッションの様子① 

 

 

図 4-30 ポスターセッションの様子② 
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図 4-31 ポスターセッションの様子③ 

 

 

図 4-32 ポスターセッションの様子④ 
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4.7 ポスターセッション資料 

① 沖縄県 都市計画・モノレール課 

 

図 4-33 沖縄県 都市計画・モノレール課のポスター① 

（出所：沖縄県 都市計画・モノレール課のポスターより引用） 
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図 4-34 沖縄県 都市計画・モノレール課のポスター② 

（出所：沖縄県 都市計画・モノレール課のポスターより引用） 
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図 4-35 沖縄県 都市計画・モノレール課のポスター③ 

（出所：沖縄県 都市計画・モノレール課のポスターより引用） 
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② 日本トランスオーシャン航空 

 

図 4-36 JTA のポスター 

（出所：JTA のポスターより引用） 
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③ 日立製作所 

 

 

図 4-37 日立製作所のポスター① 

（出所：日立製作所のポスターより引用） 
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図 4-38 日立製作所のポスター② 

（出所：日立製作所のポスターより引用） 

  



 

176 

 

 

図 4-39 日立製作所のポスター③ 

（出所：日立製作所のポスターより引用） 
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④ 沖縄県 交通政策課 

 

 

図 4-40 沖縄県交通政策課のポスター① 

（出所：沖縄県交通政策課のポスターより引用） 
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図 4-41 沖縄県交通政策課のポスター② 

（出所：沖縄県交通政策課のポスターより引用） 

  



 

179 

 

 

図 4-42 沖縄県交通政策課のポスター③ 

（出所：沖縄県交通政策課のポスターより引用） 
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⑤ 首里高校 

 

 
図 4-43 首里高校のポスター 
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⑥ 那覇西高校 

 
図 4-44 那覇西高校のポスター① 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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図 4-45 那覇西高校のポスター② 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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図 4-46 那覇西高校のポスター③ 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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図 4-47 那覇西高校のポスター④ 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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図 4-48 那覇西高校のポスター⑤ 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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図 4-49 那覇西高校のポスター⑥ 

（出所：那覇西高校のポスターより引用） 
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⑦ 奈良先端科学技術大学院大学 

 

 

図 4-50 奈良先端科学技術大学院大学のポスター⑥ 

（出所：奈良先端科学技術大学院大学のポスターより引用） 
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⑧ 琉球大学 

 
図 4-51 琉球大学のポスター① 

（出所：琉球大学のポスターより引用） 
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図 4-52 琉球大学のポスター① 

（出所：琉球大学のポスターより引用） 
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⑨ コザ高校 

 

図 4-53 コザ高校のポスター① 

（出所：コザ高校のポスターより引用） 
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図 4-54 コザ高校のポスター② 

（出所：コザ高校のポスターより引用）  
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図 4-55 コザ高校のポスター③ 

（出所：コザ高校のポスターより引用） 
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⑩ 沖縄市 

 

図 4-56 沖縄市のポスター① 

（出所：沖縄市のポスターより引用） 
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図 4-57 沖縄市のポスター② 

（出所：沖縄市のポスターより引用） 
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図 4-58 沖縄市のポスター③ 

（出所：沖縄市のポスターより引用） 
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4.8 事後アンケート結果 

今回のシンポジウムでは、来場者にアンケートへの回答を依頼し、その結果 35 名の来場者に回答い

ただき、アンケート結果は以下の結果が得られた。 

 

問 1：参加者の年齢 

 

図 4-59 シンポジウム事後アンケート結果 問 1（単位：人） 

 

問 2：参加者の居住地 

 

図 4-60 シンポジウム事後アンケート結果 問 2（単位：人） 
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問 3：参加者の職種 

 

図 4-61 シンポジウム事後アンケート結果 問 3（単位：人） 

 

問 4：参加者の満足度 

 

図 4-62 シンポジウム事後アンケート結果 問 4（単位：人） 
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問 5：本シンポジウムを知った経緯 

 

図 4-63 シンポジウム事後アンケート結果 問 5（単位：人） 

 

 

問 6：本シンポジウムで印象に残った発表 

 

図 4-64 シンポジウム事後アンケート結果 問 6（単位：人） 
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問 7：本シンポジウムで印象に残った発表の詳細 

 

図 4-65 シンポジウム事後アンケート結果 問 7（単位：人） 

 

 

問 8：本シンポジウムで印象に残ったポスター展示 

 

図 4-66 シンポジウム事後アンケート結果 問 8（単位：人） 
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問 9：本シンポジウムで印象に残ったポスター展示の詳細 

 

図 4-67 シンポジウム事後アンケート結果 問 9（単位：人） 

 

問 10：本シンポジウムで改善を求める点や意見 

 

図 4-68 シンポジウム事後アンケート結果 問 10（単位：人） 
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表 4-3 シンポジウムで改善を求める点や意見 

 意見 

発表時間 もう少し発表の時間を増やした方が良かった気がする。 

セッション１の後、途中の休憩時間があるとよかった。 

質問などの時間があると良い。 

第一部の時間が短く、質疑応答の時間が欲しかった。 

一部をパネルディスカッション方式でも面白そうだと思った。 

広報 開催告知の早期周知を求めたい。 

資料展開 1 件あたりの時間が短く理解するのには事前の資料配布が望ましいと考える。 

テーマ設定 交通機関の設計と同時に、どういう街づくりをするのか。という視座からの提言が欲しかった。 
発表者の指摘する問題点を見ていると、交通渋滞の他、経済格差や教育格差という指摘もあり、県
外から大学を誘致することで人材の流入、うちなんちゅの教育向上と共に定住者の拡大で強い街づ
くりが出来るのではないかと感じた。大分県の立命館アジア太平洋大学の事例などをお調べ頂き、
早慶上智、同支社大学など有力私学誘致を検討して欲しいと感じた。 

参加前に 3 時間は長すぎると思ったが、発表を簡潔にテンポよく回し、ポスター展で理解を深める
など、運営の仕方が非常に勉強になった。今後、機会があれば真似たいと思う。 

大変有意義なシンポジウムだった。取組実施から、シンポジウム実施までお疲れさまでした。 
このような取組をきっかけに、県民の皆様の興味関心が広がっていくことを期待している。 

北部に関するテーマ・取り組みも加わると、より全県的な取り組みになっていくと思う。 

琉球バス交通の運転手が足りないという流れと公共交通を盛り上げる流れに少し違和感があった。 

情報量が多いのでもう少しテーマを絞っても良いかと思った。 

その他 大変有意義なシンポジウムだった。取組実施から、シンポジウム実施までお疲れさまでした。 
このような取組をきっかけに、県民の皆様の興味関心が広がっていくことを期待している。 

 

問 11：本シンポジウム会場の満足度 

 

図 4-69 シンポジウム事後アンケート結果 問 11（単位：人） 
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4.9 シンポジウム総括 

今回のシンポジウムは、昨年度に実施した第 1 回シンポジウムから下記 3 点について変更したため、

その変更に伴う効果について整理した。 

 

A：会場規模の変更 

⇒参加者同士の交流促進及びポスターセッションの実施を見据えて前回（沖縄県立博物館・美術館

講堂：350 ㎡）よりも規模の大きい沖縄県自治会館ホール（383.92 ㎡）で開催したところ、前回より

多くの来場者が確認された。会場がアクセスの良い立地であることや幅広い組織に周知を行ったこと

がさらなる観客増につながったと考えられるが、会場規模の観点では趣旨に合った適切な場所であっ

たと考えられる。 

B：ポスターセッションの導入 

⇒前回実施したオープンハウスをさらに発展させると共に来場者の交流促進及び取組発表の機会提

供の観点から、今回ポスターセッションの時間を設定した。当日はポスターセッションの発表制限時

間を超過するほど盛り上がりを見せた発表者も存在するなど非常に多くの来場者が最後までポス

ターセッションに参加したため、盛会になったといえる。また、学校・企業・自治体関係者が一堂に会し、

双方に発表を行うことで意見交換や交流促進を図る場としても機能したと考えられる。そのため、今

後も同シンポジウムを継続する場合、ポスターセッションの継続も検討する必要がある。 

C：発表時間の短縮 

⇒前回よりも各登壇者の発表時間を短縮し、最大 10 分と設定したことにより、前回より多くの登壇

者に発表いただく機会を提供できた。そのため、沖縄交通リ・デザインに資する取組を行う企業・自治

体・学校が全て登壇し、前回以上に「取組全体を周知・発信する」機会にできたと考えられる。 

 

このように沖縄交通リ・デザインシンポジウムを継続する場合は、第 2 回の実施結果を踏まえてさらな

る改良を加える形で実施することが望ましいと考えられる。 
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5. 今後の課題 

本業務では、社会生活や様々な活動を支える基盤としての移動・交通のリ・デザインは、暮らしや活動

の主役である市民や民間の主導で、「ありたい姿」を描き、その姿の実現を目指して行われることが重要

であるとの基本認識に立ち、沖縄交通リ・デザインの中心的なコンセプトである、政策立案プロセスの再

設計とアクション（「ライフスタイルの転換」×「移動環境の整備」）が連動する仕組みの再構築を進めるた

め、「草の根」の取組として、企業・自治体及び学校を対象に通勤・通学の手段や時間帯を変えライフス

タイルを転換するための実証を行い、継続のための課題や工夫・仕掛けの抽出を行うとともに、成果を

発信するためのシンポジウムを開催した。 

企業・自治体・大学については計 5 団体、学校については計 3 団体が実証を行い、昨年度の企業 3

団体、学校 1団体からは、参加団体の数の属性の両面で拡大して実施することができた。また、シンポジ

ウムにおいては、交通課題に取り組む様々な主体や交通課題に関心を持つ市民等による交流・創発を

促進する観点から、今年度は新たにポスターセッションを取り入れた。これにより、より個々の問題意識

に応じた形でのやりとりが促されたり、各種取組の連携やシナジーの可能性が模索されたりするなど、

関係者一丸での今後の取組に向けたきっかけづくりにつながった。特に学校については日頃他校の生

徒同士での交流があまりないため、先生間、生徒間の双方において闊達な意見交換がなされた。 

一方で、企業・自治体、学校ともに、今後のさらなる展開や持続可能性、自律的な取組の促進の観点

からは、次に挙げる課題への対応の必要性が浮き彫りとなった。今後ライフスタイル転換を図るためには、

これらについて、国として方向性と役割分担を示すとともに、それぞれの取組にかかる方法論を提示し、

各企業・自治体、学校が相互に連携しつつ主体的に進めるための仕組みづくりが必要である。 

（1） 個別アプローチ（「草の根」での取組推進） 

今年度においても引き続き、個別の企業・自治体・学校に対し、沖縄総合事務局や委託事業者から密

なコミュニケーションをとることを通じて、職員や学生・生徒自らが実行できるメニューを検討しつつ、参

加者を巻き込みながら実施するというプロセスにより調査・実証の取組を進めることとした。 

こうした手法については、実証後の振り返りワークショップやアンケート等の結果も踏まえると、対話に

よることで当人の問題意識の深層にある欲求等を掘り起こしつつ、働きかける相手の主体性を引き出す

ことで、自発的・自律的な取組を促していくという点で有効であると考えられる。 

他方で、個々人が自発的・自律的にライフスタイルの転換に取り組むためには、広い観点から現状と

の比較を行い、社会的な貢献につながるというような点も含めてメリットを認識し、主体的な判断を行う

ことが必要となるが、今年度の調査・実証を通じて、そのための基礎となる情報が認知されていないこと

がわかった。具体的には、バス事業者をはじめとする公共交通を取り巻く現状といった基本的な事実認

識、自宅から職場・学校までの公共交通による通勤・通学を行うための経路や時間、シェアリングサイク

ルポートの分布状況、バスの乗り方や決済方法（定期券を含む。）、参照できるホームページの存在、時

差通勤等の働き方の改革によるメリット等、通勤・通学の行動変容を行うための情報が不足しているな

ど、公共交通をはじめとする様々な情報の認知率が低いという課題が改めて浮き彫りになった。 

こうした現状を踏まえると、団体内で全体的に公共交通利用や時差通勤等の実施を呼びかけるだけ

では、自発的・自律的に取り組む動機を生み出すには至りにくい。また、団体内で個別アプローチを図ろ
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うとしても、そもそもの通勤・通学の実態が可視化されていないのも実情である。時差通勤についても、

定時が一律となっている働き方が当たり前になっていることに伴い、時差通勤をすることでどのようなラ

イフスタイルになるのか、その際にどのようなメリット・デメリットがあるのかが個々人においてイメージし

にくく、子育て世代といった外的な要因で現状の働き方に課題や窮屈さを感じている一部の者を除いて

は、関心を抱くことも稀である。 

以上を踏まえると、通勤・通学の実態を各団体が把握するための方法論の確立や、今年度一部高校

で実施したようなライフスタイルを計画するための手法の確立が必要である。通勤・通学実態の把握と

いう観点では、宜野湾市や浦添市で今年度実施した職員の居住地別の通勤手段を可視化し、個別アプ

ローチを検討するための前提となるデータを整理するとともに具体的にどのような生徒や職員が実証に

参加可能なのかという戦略面での検討を進めることが肝要だといえる。また、ライフスタイル計画につい

ては、実証にメリットを感じていない生徒・職員が実証に取り組んだ場合の過ごし方を検討する機会に

なるため、「自分ごと化」を促す有効な手法であると考えられる。そのため、高校での実践を踏まえて、企

業・自治体での実証においても同様に展開することが求められる。その上で、通勤・通学実態把握を各

団体が主体的に実施する仕組みや、ライフスタイル計画を各団体で実施するための時間を確保できる

仕組みの整備が必要である。このような仕組みの整備には長期間の調整を要することが想定されるが、

次年度の実証においては、実証開始前の準備フェーズの段階で、窓口担当となる職員・教員との綿密な

協議を踏まえて、組織一体で実証に取り組むために必要な体制構築及び実証スケジュールを検討する

ことで方法論確立に向けた示唆が得られると考えられる。 

（2） 広域的な機運醸成（全県的な運動への昇華） 

昨年度及び今年度の実証を通じて、特定の範囲内では沖縄の移動・交通に関する課題認識が共有さ

れ、ライフスタイルの転換に向けた機運も醸成されてきている。これは、まずはアーリーアダプターにおい

て小さな効果を積み上げることを端緒として、その後取組の輪を広げていくことで長期的に目に見える

効果を期するという、沖縄交通リ・デザインの大まかなロードマップに照らすと、そのねらいを一定程度

達成できていると評価することができる。 

一方で、特定のアーリーアダプターにおける取組を続けるのみでは、「ライフスタイルの転換」と「効率

的な移動環境の整備」という沖縄交通リ・デザインの両輪が大きな流れとなって、沖縄の移動・交通の課

題の抜本的な解消につながるとまでは考え難い。このため、これまでの「草の根」での実証の取組を洗練

させることはもとより、そうした取組と機運を空間・時間・主体の面で拡大していくことがポイントとなる。 

このため、現在、一部の企業・自治体・学校による短期間（長くても１か月程度）の実証にとどまってい

る通勤・通学のライフスタイル転換について、これまでに得られた声や課題を踏まえて、実証の仕掛けを

工夫するとともに、多くの主体等を巻き込むような「場」をつくりつつ、ライフスタイル転換につながる取組

を各地・各主体において実行することができるような方法論を国において整理した上で、そうした地域主

導での自発的・自律的な取組を国が支援していくことが必要である。具体的には、過去に実証に参加し

た企業・自治体・学校から実証参加に向けた工夫や得られたことを紹介する事例集の作成が重要な支

援策になると考えられる。このような事例集を取りまとめることは、新たに実証参加へ関心を示す組織に

対して実証の進め方を紹介し、実証参加を促す効果があると期待されるほか、中長期的な目標である

方法論の確立に寄与すると考えられる。また、今年度実施したシンポジウムを敷衍する形で沖縄交通リ・

デザインの取組を広く一般に発信するためのイベントの開催も重要な方策だといえる。このような広報
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発信を継続・拡大することで実証の認知度を向上させ、全県的な運動へと昇華するための機運を高める

ことが可能になるといえる。 

（3） インセンティブ設計（巻き込みの仕掛け） 

「草の根」での取組と全県的な運動のいずれについても、そうした取組への巻き込みにあたっては、取

組に参画することへのインセンティブを設計することが重要である。こうした取組のインセンティブ設計に

ついては、実証の参加者からの声もあり、過年度から検討が進められているところである。インセンティ

ブの類型としては、「沖縄交通リ・デザインの目指す姿・目標の設定及び市民の更なる巻き込み戦略の設

計に向けた調査検討業務」も踏まえると、大きく 3 種類に整理されると考えられる。 

これまでの実証においては、例えば、学校内のクラス間での競争を仕掛けることで「楽しい」インセン

ティブを組み込んだり、実証後の意見として「組織内での写真展」や「他主体を含めた交流会」をすれば

より楽しくなるのではないかといった意見をいただいたりした。また、シンポジウムへの参画等が社会と

のつながりを実感したり自己効力感を覚えたりするといった意見もある。これまでに得られた成果を踏

まえ、こうした「楽しい」インセンティブや「学べる」インセンティブがより効果的になるよう、実証のプロセ

スに組み込んでいくことにより、個々の取組の改善にも取組と機運の拡大にも資するものと考えられる。 

他方で、「得する」インセンティブについては、様々な制約からこれまでの実証においては組み込むこと

ができていない。取組を拡大するにあたっては「沖縄の交通そこから波及する問題にあまり関心はない

が、得するならやってみる」という層をも巻き込む必要があり、「楽しい」インセンティブと「学べる」インセ

ンティブを充実させていきながら、「得する」インセンティブも組み合わせていくことも有益と考えられる。 

「得する」インセンティブの導入にあたっては、単純に割引やポイントバックといった経済的な負担軽減

策のみを行うよりも、例えば、地域の小売店や飲食店と連携する等、移動・交通を通じて様々な社会活

動にアクセスする機会が充実するような仕組みを構築することが有益であると考えられる。こうしたこと

を広く長く実現していくためには、公共的・社会的な意義に加えて、経済的・経営面で得られるメリットに

ついても理解を得ることが必要となる。先の例でいうと、連携する店舗との間で win-win の関係を構

築するため、新たな顧客の獲得や店舗内の混雑緩和、営業時間内での収益の平準化につながるといっ

たメリットを用意することが考えられる。具体例としては、下記のような win-win の関係が考えられる。 

⚫ 通勤・通学定期券を持っている場合は企業・学校周辺の店舗で割引が受けられるという公共

交通利用のインセンティブにより、自動車利用が抑制され、飲食店は新たな顧客を獲得すると

ともに、駐車場の混雑を抑制することができる。 

⚫ 企業周辺の飲食店においてモーニング特典が受けられるという早朝通勤のインセンティブによ

り、ピーク時の通勤交通量を抑制するとともに飲食店は新たな顧客を拡大することができる。 

 

再来年度以降に各企業・自治体、学校が自立的に動く仕組みを構築するために、来年度は以上の 3

点の方法論を検討、実証し、確立することが望ましい。 

 

  



 

206 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄交通リ・デザインの目指す姿・目標の設定及び市民の更なる巻き込み戦略の設計に向けた調査検討

業務 

調査報告書 

2026 年 3 月 

株式会社三菱総合研究所 

インフラ・都市政策本部 

 

 


